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第 1章 釧路市の公共施設等を取り巻く現状と課題 
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１．市の概況 

（１）概要 

 釧路市は、北海道の東部、太平洋岸に位置し、「釧路湿原」「阿寒」の二つの国立公園を

始めとする雄大な自然に恵まれた街であり、東北海道の中核・拠点都市として社会、経済、

文化の中心的な機能を担っています。 

 酪農を主力とする豊かな農業生産、豊富な森林資源を有する林業、そして国内有数の水

揚げ量を誇る水産業など、日本の食料基地といえる地域です。 

 釧路市には、大規模な食品・製薬工場や製紙工場のほか、全国唯一の坑内掘石炭鉱業所

が操業しており、地域の主力産業として地域産業の核となっています。 

これらの地域産業を支えているのが重要港湾釧路港や釧路空港であり、現在整備が進め

られている北海道横断自動車道の完成により今後、飛躍的に物流機能が高まるものと期待

されています。(釧路市 HP より) 

 

（２）沿革 

 平成 17 年 1 月に釧路市・阿寒町・音別町合併協議会が設置され、協議会や住民説明会

の後、平成 17 年 3 月に 3 市町議会で合併関連議案が議決されました。さらには、道議会

の議決、道知事の決定を得て、総務大臣の告示となり、平成 17 年 10 月 11 日に当時の

釧路市、阿寒町、音別町が合併して新生「釧路市」となりました。 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほ北海道 東部 

拡大 

出典）釧路市都市計画マスタープラン 



 

 

2 

２．人口の現状と課題 

（１）人口推移及び将来予測 

人口は、昭和５６年(1981 年)の２３万２４８人をピークに微減傾向となっており、平成 22 年

(2010 年)では 18万 5,190 人（約 21％減少）となっています。 

さらに、釧路市の将来人口推計によると、今後も減少傾向となり、平成 42 年(2030 年)にはピ

ーク時から 45%も減少する 12 万 7,493 人と推計されています。 

釧路市の人口は平成 25年 3 月末時点において18 万 893 人ですが、釧路地域の人口は 17 万

3,473 人と市全体の 95.9%を占めており、阿寒地域、音別地域の人口はそれぞれ 5,225 人、

2,195 人となっています。 

一方、釧路地域の面積は222.10平方キロであるため、市の面積(1,362.75平方キロ)の16.2%

に人口の大部分が集中している状態です。 

人口推移及び将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）昭和 25～平成 23年度 人口・世帯数・児童生徒数：釧路市住民基本台帳等 

出典）将来人口推計：平成 22年国勢調査に基づくコーホート法による釧路市推計 
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年齢階層別の年少人口(0 歳から 14 歳)比率は、平成 2 年(1990 年)で 19.4%でしたが、年々

減少し、平成 22年(2010 年)では 12.0％となり、生産年齢人口(15 歳から 64 歳)比率も、平成

2 年で 70.8%であったものが、平成 22 年では62.7%まで減少しています。その一方で、高齢者

人口(65 歳以上)比率は、平成 2 年では全体の 9.8％でしたが、人口数ならびに構成比ともに増加

を続け、平成 22 年は 25.2%と平成 2 年と比べ2.5 倍以上に増加しています。 

今後の年齢階層別の人口推計では、生産年齢人口比率が平成 22 年の 62.7％から平成 42 年の

52.4％に大幅に減少すると同時に、高齢者人口比率が 25.2％から 37.0％と急速に高齢化が進む

ことが予測されており、年少人口、生産年齢人口の減少と高齢者人口の増加への対応が今後の課題

となります。 

市全体人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(参考) 

 平成 2５年３月末時点の 3 地域の人口構成割合は、以下のとおりです。特に阿寒地域、音別地

域において高齢化が進んでいます。なお、阿寒地域においては 55 才以上 65 才未満の人口が 937

人と地区総人口の 18.0%を占め、今後 10 年間に更なる高齢化が急速に進むと予測されます。 

 3 地域の人口構成割合 

 釧路地域 阿寒地域 音別地域 
高齢者人口(65 才～)  46,285 人(26.7%） 1,739 人(33.3%) 698 人(31.8%) 

生産年齢人口(15～65 才) 106,739 人(61.5%) 2,940 人(56.3%) 1,333 人(60.7%) 

年少人口(0～14 才)  20,449 人(11.8%) 546 人(10.4%) 164 人(7.5%) 

総人口 173,473 人 5,225 人 2,195 人 
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過去 20 年間で 2 万人の減少 今後 20 年間で 5 万人の減少 
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人口が減少 

平成 22 年度 
平成 22 年度 

高齢者人口
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（２）釧路地域における地域別･階層別の人口変化の状況 

釧路市の人口の 96％（平成 23 年 3月住民基本台帳 176,272 人）が集中する釧路地域は、釧

路市都市計画マスタープランにおいて、行政地域区分として 9 地域が設定されています。それぞれ

の地域は、明治の開拓時代より開発され、古くから発展してきた歴史ある中部南･東部南地域、炭

鉱と共に街が整備された東部東地域、工業地帯として区画整備された西部西･西部南地域、釧路市

のベットタウンとして昭和 40 年代から近年まで整備が続く西部北･中部北地域等と、地域によっ

て街が形成された経緯が異なっています。 

釧路市街地域の地域特性及び地域別人口変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38,559人⇒28,519人
10,040人（26％）減少

22,129人⇒14,513人
7,616人（34％）減少

26,258人⇒16,393人
9,865人（38％）減少

13,039人⇒8,656人
4,383人（34％）減少

508人⇒315人

193人(38%)減少 西部北 中部北
西部西

西部南

中部南

東部北

東部南

東部東

西部農村地域

釧路市街地域
全体の人口変化

平成22年度→平成42年度

176,272人⇒122,468人

地域別人口変化推計
平成22年度⇒平成42年度

高齢者＋2,128人（+28％）

高齢者＋89人（+2％）
高齢者－809人（-9％）

高齢者-197人（-3％）

40％以上
21~30％
11~20％

0~10％
-1~-10％
-11~-20％

-21~30％
-31％以下

平成22年度⇒
平成42年度

人口増減率

33,897人⇒25,210人
8,687人（26％）減少

高齢者＋1,817人（+28％）

＋11人（+7％）

7,112人⇒4,829人
2,283人(32%)減少 7,619人⇒5,493人

2,126人（28％）減少
高齢者＋184人（+10％）

高齢者＋319人（+28％）

27,151人⇒18,540人
8,611人（32％）減少

高齢者＋216人（+3％）

※地域特性は釧路市都市計画マスタープランより 

釧路地域の地域特性 

炭鉱の発展（M30～）と共に
街が形成

1960年代のピークを境に地
域住民は減少傾向

昭和40年代に
整備された住宅
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将来の推計人口をみると、今後 20 年間で釧路地域の人口は、5.4 万人（平成 22 年比 31％）

の減少が見込まれています。 

年齢階層別の人口の推移に着目して地域を見てみると、地域人口が特に多い西部北･中部北地域

では、今後 20 年間で地域全体の人口が大きく減少(西部北 8,687人、中部北 10,040 人)します。

これは、高齢者人口が大きく増加(西部北 1,817人、中部北 2,128 人)する一方、生産年齢･年少

人口は大きく減少する(西部北 10,504 人、中部北 12,168 人)ためです。西部西･西部南･中部南･

東部南地域についても、地域全体の人口は減少(西部西 2,283 人、西部南 2,126 人、中部南 8,611

人、東部南 4,383 人)します。これは、高齢者人口がほぼ横ばいで推移するのに対して、生産年齢･

年少人口が大きく減少する(西部西 2,467人、西部南 2,445 人、中部南8,827 人、東部南 4,472

人)ためです。東部北･東部東地域では、高齢者人口を含む全ての階層が減少し、地域全体で大きく

人口が減少します(東部北 7,616 人、東部東 9,865 人)。このように、地域の特性や街の発展して

きた時期等の影響によって人口の減少傾向に違いが表れています。 

 

地域ごとにみる人口及び年齢階層別（高齢者人口）の変化（平成 22 年＝100％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口出典：平成 22年 国勢調査 

西部西 1,829 115% 121% 115% 110% 2,013 184

西部南 1,634 116% 126% 124% 128% 1,953 319

西部北 6,592 119% 129% 128% 128% 8,409 1,817

中部北 7,737 117% 129% 130% 128% 9,865 2,128

中部南 7,140 109% 113% 109% 103% 7,356 216

東部南 3,564 110% 112% 108% 102% 3,653 89

東部北 6,451 110% 112% 106% 97% 6,254 -197

東部東 8,538 108% 109% 100% 91% 7,729 -809

西部農村 148 101% 113% 110% 107% 159 11

平成22年度
人口

平成27
年度

平成32
年度

平成37
年度

平成42
年度

平成42年度
人口

20年間の
増減数

釧路地域 43,632 112% 118% 114% 109% 47,391 3,759

高齢者増減率

西部西 7,112 92% 84% 76% 68% 4,829 -2,283

西部南 7,619 93% 87% 79% 72% 5,493 -2,126

西部北 33,897 94% 88% 81% 74% 25,210 -8,687

中部北 38,559 94% 88% 81% 74% 28,519 -10,040

中部南 27,151 92% 84% 76% 68% 18,540 -8,611

東部南 13,039 91% 83% 74% 66% 8,656 -4,383

東部北 22,129 91% 83% 74% 66% 14,513 -7,616

東部東 26,258 90% 81% 71% 62% 16,393 -9,865

西部農村 508 90% 80% 70% 62% 315 -193

平成22年度
人口

平成27
年度

平成32
年度

平成37
年度

平成42
年度

平成42年度
人口

20年間の
増減数

釧路地域 176,272 92% 84% 76% 69% 122,468 -53,804

人口増減率

人口が
特に多い地域

人口が
少ない地域

人口が
多い地域

人口が
多い地域

高齢者人口
が大きく増加

高齢者人口
は横ばい

高齢者人口
は横ばい
高齢者人口
が減少

高齢者人口は
大きく増加し、
その他の階層
の人口は減少

高齢者人口は
横ばい

その他の階層の
人口は減少

今後全ての階層
の人口が減少

(人) (人)(人)

(人) (人)(人)
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３．財政の現状と課題 

普通会計の歳入は平成 17 年度(2005 年度)の合併以後 1,000 億円前後で推移しています。 

平成 23 年度は株式会社釧路振興公社の解散・清算に伴い、その他自主財源が減少しましたが、

第三セクター等改革推進債を発行したことなどから、前年度(1,048 億円)と同水準の 1,055 億円

となりました。 

自主財源である市税については、生産年齢人口の減少やリーマン・ショック等の経済丌況を原因

として、合併当時と比較して 13.5 億円(6.1%)減少しており、今後も厳しい状況が続くことが予測

されます。 

また合併以降、交付税措置のある合併特例債の活用や第三セクターの解散・清算にかかる第三セ

クター等改革推進債の借入れなどにより市債残高は増加傾向にあります。 

歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(参考) 市債残高と歳入の推移 
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普通交付税の算定において、合併に伴う地方交付税に関する特例措置である合併算定替が適用さ

れていますが(平成23年度 約11億円)、平成28年度以降段階的に削減されることになります。 

このため、普通交付税の減額に耐えうる財政構造、また、将来にわたって持続可能な財政基盤を

確立するため、引き続き市税などの自主財源の確保を図っていく必要があります。 

【合併後の普通交付税等算定の特例措置イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、歳出も、合併以後、歳入と同水準の 1,000 億円前後で推移しています。 

平成 23 年度は補助費等が大幅に増加しましたが、投資的経費が大幅に減少したため、前年度

(1,044 億円)と同水準の 1,053 億円となりました。また扶助費については高齢化の進行等により

平成 17 年度と比較しても 64.4 億円増加し、歳出に占める割合も 17.9%から 24.4%に大きく上

昇しています。今後も高齢者人口の増加が予測されているため、更なる扶助費の増加が見込まれま

す。 
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歳出の内訳（平成 23 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資的経費は、合併以降は約 90 億円から 140 億円の水準で推移しています。平成 19 年度か

ら平成 23 年度までの5 年間の平均は 122 億円です。また投資的経費のうち、公共施設にかかる

投資的経費は 43 億円から 63 億円の水準で推移しています。平成 19年度から平成 23 年度まで

の 5 年間の平均は 57.8 億円です。 
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４．公共施設等の現状 

（１）公共施設等の保有状況 

釧路市が保有する公共施設等(建物)の延床面積は111万6,537㎡(建築年丌明建物を除く)とな

っています。保有施設の割合をみると、公営住宅が最も多くを占め 41％、次いで学校が 2５％と

なっており、これらで全市の 2/3 の保有面積を占めています。また人口１人あたりの保有する延

床面積は、6.17 ㎡/人に達しています。 

なお、地域別にみると、釧路地域に 85%(95.0万㎡)の施設が集中し、阿寒地域は 10% (10.6

万㎡)、音別地域は 5% (5.9 万㎡)となっています。また、人口 1 人あたりの保有面積は、釧路地

域は 5.48 ㎡/人、阿寒地域は 20.47 ㎡/人、音別地域は 27.14 ㎡/人となっています。 

地域別保有面積 
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建物面積の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地面積の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

マネジメント
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32.5％
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設, 5%
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産業系施設, 1%

幼児・児童施設, 1%

高齢福祉施設, 1%

障害福祉施設, 1%

庁舎等, 2%

消防施設, 2%
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1%
学校, 23%

その他教育施設, 2%

公営住宅, 42%
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釧路市の保有する公共施設等の人口 1 人当たりの延床面積（6.17 ㎡/人）について、数値を公

表している全国 981市区町村(平均 3.42 ㎡/人)と比較すると 1.８倍にも達する状況にあります。 

また、北海道で数値を公表している 26 市の平均（4.08 ㎡/人）、道内の人口１０万人以上の市

平均（3.47 ㎡/人）、人口水準の近い帯広市（4.36 ㎡/人）、苫小牧市（2.90 ㎡/人）と比べても

かなり多くの施設量を保有するものとなっています。 

1 人当たり延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道における人口 10万人以上の自治体の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典) 釧路市以外のデータについては東洋大学調査研究(平成 24年 1月 11 日公表) 

釧路市については人口・延床面積ともに平成 24年度データ 

(注) 平均については、加重平均値を記載 
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札幌市 1,891,494人 5,617,737㎡ 2.97㎡

旭川市 353,289人 1,144,656㎡ 3.24㎡
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江別市 121,987人 354,982㎡ 2.91㎡
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（２）人口推移からみた公共施設等の状況 

釧路市では、前記のとおり、昭和 56年をピークに人口が減少し、平成 22 年ではピーク時から

21％も減少しています。一方、公共施設等の延床面積は増加を続け、最近になりようやく頭打ち

傾向にあるとはいえ、昭和 56 年と比べ平成 22年には 33％も増えるものとなっています。 

また、少子高齢化など人口構成が大きく変化してきているにも関わらず、公共施設はそれに応じ

た変化をしていない状況にあります。 
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（３）建物の築年別状況 

釧路市が保有する建物の延床面積 111 万 6,537 ㎡のうち、旧耐震基準で建設された昭和 56

年度以前の建物は 49 万 7,600 ㎡（44.6％）、新耐震基準で建設された昭和 57 年度以降の建物

は 61 万 8,937 ㎡（55.4％）となっています。 

築年のピークである昭和 40 年度から平成 9年度までの間には、年平均 2 万 8,231 ㎡の建設が

行われており、最近(平成 10 年度以降の平均)の 3 倍近くの施設が建設されています。特に昭和

52 年度から昭和 58 年度までは毎年 4 万㎡以上の建設がされるなど（昭和 53 年度を除く）、昭

和 50 年代中盤に建設が集中しています。その結果、一般的に建物の寿命とされる築 30 年以上の

建物は約 58.3万㎡（52.2％）にも達しています。 

築年別整備状況(釧路市) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

築年別整備状況(地域による区分) 
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公共施設の築年別整備状況

延床面積(㎡) 

用途

学校教育系施設
小学校、中学校

子育て支援系施設
保育園、児童館、子育て支援センター

社会教育系施設
図書館、美術館、動物園

市民文化系施設
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17万8,739㎡
（16％）

40万4,483㎡
（36％）

27万7,850㎡
（25％）

25万5,465㎡
（23％）

111.7万㎡

6.17㎡/人

旧耐震基準(昭和56年度以前)
49万7,600㎡（44.6％）

新耐震基準(昭和57年度以降)
61万8,937㎡（55.4％）

平均28,231㎡/年

約1/3

平均10,895㎡/年

用途 延床面積 構成比 用途 延床面積 構成比

学校教育系施設 保健福祉系施設
小学校、中学校 保健センター、保健福祉センター等

子育て支援系施設 行政系施設
保育園、児童館、子育て支援センター 市役所、総合支所、消防・防災施設

社会教育系施設 公営住宅
図書館、美術館、動物園 公営住宅

市民文化系施設 公園
文化会館、公民館 公園　等

ｽﾎﾟｰﾂ・観光施設 供給処理施設
体育館、運動場、 宿泊施設、体験施設　等 処分場、焼却場、リサイ クルセンター等

産業系施設 その他
技術センター、牧場等 廃校・廃止施設、職員住宅　等

医療施設
医療施設

3,246㎡ 0.29%

84,902㎡ 7.60% 9,957㎡ 0.89%

13,405㎡ 1.20% 79,967㎡ 7.16%

31,292㎡ 2.80% 467,630㎡ 41.88%

62,167㎡ 5.57% 6,583㎡ 0.59%

279,340㎡ 25.02% 20,378㎡ 1.83%

13,213㎡ 1.18% 44,456㎡ 3.98%

築40年以上 築30年以上 築20年以上 築20年未満
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公共施設の築年別整備状況

■ 市（全体） 築年別整備状況

延床面積

（㎡）
人口

（人）

釧路地域音別地域阿寒地域

築30年以上築40年以上 築20年以上 築20年未満

19万2,334㎡
（17％）

41万1,222㎡
（36％）

28万5,671㎡
（25％）

25万8,864㎡
（22％）

旧耐震基準(昭和56年以前)

51万2,551㎡（44.6％）
新耐震基準(昭和57年以降)

63万5,540㎡（55.4％）

114.8万㎡

6.35㎡/人
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■ 市（全体） 築年別整備状況

延床面積

（㎡）
人口

（人）

釧路地域音別地域阿寒地域

築30年以上築40年以上 築20年以上 築20年未満

19万2,334㎡
（17％）

41万1,222㎡
（36％）

28万5,671㎡
（25％）

25万8,864㎡
（22％）

旧耐震基準(昭和56年以前)

51万2,551㎡（44.6％）
新耐震基準(昭和57年以降)

63万5,540㎡（55.4％）

114.8万㎡

6.35㎡/人
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公共施設の築年別整備状況

■ 市（全体） 築年別整備状況

延床面積

（㎡）
人口

（人）

釧路地域音別地域阿寒地域

築30年以上築40年以上 築20年以上 築20年未満

19万2,334㎡
（17％）

41万1,222㎡
（36％）

28万5,671㎡
（25％）

25万8,864㎡
（22％）

旧耐震基準(昭和56年以前)

51万2,551㎡（44.6％）
新耐震基準(昭和57年以降)

63万5,540㎡（55.4％）

114.8万㎡

6.35㎡/人

（公営住宅・学校中心） 
公営住宅・学校に加えて

スポーツ施設 

築年のピーク 
33 年間建設が続いてきた 

累計で 93.2 万㎡ 

る。 
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５．ライフサイクルコスト試算 

次に、今後公共施設等を保有することで維持・大規模修繕・建替えに必要となるライフサイクル

コストについてみると、平成 25 年度(2013年度)から平成 64 年度(2052 年度)までの 40 年間

で、積み上げ方式で試算すると総額 6,572.7 億円です。年平均で約 164.3 億円かかる見込みであ

り、これは現状の公共施設にかかる投資的経費(過去 5 年平均 57.8 億円)の 2.8 倍となります。加

えて、これから必要となる単年度の大規模修繕・建替費用等が現状の投資的経費の額を下回る年度

はない状況となっています。 

また、現時点で既に築 30 年以上経過している施設（58.3 万㎡(全体の 52.2％)）や今後築 30

年を経過する施設が多くあり、今後 10 年間に一斉に大規模修繕が必要になってくることが予想さ

れ、平成 25年度から 34 年度までの 10 年間は年平均 200 億円を上回ることが予想されます（平

成 32 年度を除く）。 

マネジメント対象施設に限った場合でも、更新費用は年平均 66.8 億円かかる見込みであり、現

状の公共施設等にかかる投資的経費を上回っている状況です。 

ライフサイクルコスト試算 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

（参考）ライフサイクルコスト試算：マネジメント対象・対象外用途ごとの把握 
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公共施設の将来の更新費用の推計

維持費 大規模修繕 築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕

建替え 既存更新分 新規整備分

用地取得分 平成25及び26年度の新規整備計画 緊急耐震改修費
既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)

直近5年平均公共施設

投資的経費 57.8億円

更新費用の平均

164.3億円

現在までのストック

111.7万㎡

40年間の

更新費用総額

6,572.7億円

年更新費用の試算

既存更新分及び新規整備分

164.3億円

2.8倍

直近5年平均

公共施設投資的経費

既存更新分及び新規整備分

57.8 億円

防災まちづくり拠点施設 新規31.4億円他

寿児童センター移転新築1.1億円、音別地区テレビ難視聴対策施設整備1.5億円他

緊急耐震改修費
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公共施設の将来の更新費用の推計

マネジメント対象施設 学校教育系施設にかかるコスト 公営住宅にかかるコスト

公園にかかるコスト 既存更新分 新規整備分

用地取得分 既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)

直近5年平均公共施設

投資的経費 57.8億円

更新費用の平均

164.3億円

マネジメント対象施設

更新費用平均 66.8億円

40年間の

更新費用総額

2,671.5億円

年更新費用の試算

既存更新分及び新規整備分

66.8億円

1.2倍

直近5年平均

公共施設投資的経費

既存更新分及び新規整備分

57.8 億円

40年間の

更新費用総額

6,572.7億円

年更新費用の試算

既存更新分及び新規整備分

164.3億円

2.8倍

直近5年平均

公共施設投資的経費

既存更新分及び新規整備分

57.8 億円

現在までのストック

111.7万㎡

マネジメント
対象

公営住宅

学校施設

公園

億円
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また、これらの支出にかかる財源を見た場合、国/道負担分と起債充当分を除いた、釧路市の一

般財源等からの支出は、年平均で 81.7億円かかる見込みであり、これは直近 5 年間に支出した費

用(年平均 15.9億円)の 5.1 倍となっています。 

 

（参考）ライフサイクルコスト試算：財源ごとの把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

＜ライフサイクルコスト試算の前提＞ 

（財）地域総合整備財団試算ソフトをベースに試算 

○耐用年数：60年（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」） 

○更新年数：建設時より30 年後に大規模改修を行い、60 年間使用して建替えを行うことを原則 

○単価設定 

（建替え、大規模改修時） 

 建替え 大規模改修 

市民文化系・社会教育系・行政系施設等 ４９．５ 万円/㎡ ３２．２ 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設等 ４２．５ 万円/㎡ ２７．３ 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３３．５ 万円/㎡ ２１．０ 万円/㎡ 

公営住宅 ２５．５ 万円/㎡ １５．４ 万円/㎡ 

 

 

 

（老朽箇所の修繕費） ３千円／㎡ （全施設を対象） 

 

 

 

※1 建替えの単価には解体費を含む。 

※2 単価は、釧路市の近年整備した施設の建築費・外構整備費・調査測量費・設計費等から施設分

類の平均値をもとに設定。 
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億円

公共施設の将来の更新費用の推計

一般財源等よりの支出 起債充当分 国/道負担分

既存更新分 新規整備分 用地取得分

既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)

更新費用の平均

164.3億円

現在までのストック

111.7万㎡

一般財源等の支出平均

81.7億円

直近5年平均公共施設

一般財源等の支出 15.9億円

直近5年平均公共施設

投資的経費 57.8億円
5.1倍

一般財源等からの支出 
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６．公共施設等を取り巻く現状及び課題のまとめ 

 

（人口の状況と課題） 

 ●昭和 56 年をピークに人口の減少が続き、約 20 年後の平成 42 年には 13 万人とピーク時か

ら 45％も減少すると推計されています。 

●年少人口（15 歳未満）と生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）が減少するのに対し、高齢

者人口（65 歳以上）は大幅に増加し、平成 42年には全体の 37.0％（平成 2 年：9.8％）に

達するなど、人口構成が大きく変化することも予想されています。 

 

（財政の状況と課題） 

●歳入については、生産年齢人口の減少など社会・経済情勢の変化による市税の減少、合併算定

替え特例の終了による地方交付税の減少等が見込まれます。 

●歳出については、高齢化の進行等に伴う扶助費等の増加が見込まれます。 

●このように釧路市の財政は、今後ますます厳しさを増すものと懸念されます。 

 

（施設の状況と課題） 

 ●釧路市では、人口１人当たり 6.17 ㎡/人と全国平均や道内の同規模自治体を大きく上回る

111.7 万㎡にも及ぶ大量の公共施設等を保有しており、大きな市民負担となっています。 

 ●人口が昭和 56 年をピークに 21％減少する中、公共施設等は 33％も増加していることに加

え、人口構成の変化に即した施設量の見直しも進んでいない状況にあります。 

●旧耐震基準で建設された昭和 56 年以前の建物が 45％、一般的に建物の寿命とされる築 30

年以上の建物が 5２％を占めるなど老朽化の進んでいる施設が多くなっています。 

 ●現在の施設量を前提に、施設の耐用年数を踏まえ大規模修繕や建替え等を行うものとして、今

後必要となるライフサイクルコストを試算してみると、今後 40 年間の総額で 6,573 億円、

年平均で 164.3億円を要することとなり、これまで釧路市が支出してきた投資的経費(年平均

57.8 億円)の 2.8 倍にのぼる金額が必要となります。 

  

 

 

 

 

 

 

財政が厳しさを増す中にあって、今後公共施設等の大量更新が必要となることを踏ま

え、人口減少や人口構成の変化等に即した、総合的・戦略的な対応が重要な課題となり

ます。 
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第２章 用途別実態把握 

 

■ 地域実態マップ 

(1)庁舎等施設 

(2)集会施設 

 ア 地域コミュニティ施設 

 イ 地区会館等 

 ウ 老人福祉センター 

 エ ホール 

(3)図書館・博物館等展示施設 

 ア 図書館 

 イ ミュージアム 

 ウ 文化財等保存施設 

(4)スポーツ施設 

(5)児童福祉関連施設 

 ア 保育園 

 イ 子育て支援拠点センター 

 ウ 児童館・児童センター 

(6)産業振興施設(研究施設) 

(7)保養観光施設 

 ア 宿泊施設 

 イ キャンプ場 

 ウ その他保養観光施設 

(8)職員住宅等施設 
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■ 地域実態マップ 
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釧路市地域実態マップからの把握項目(主な施設の配置状況) 

１．釧路市の地域区分 

 地域区分では①釧路地域、②阿寒地域、③音別地域の 3地域に区分しています。 

 釧路地域は市全体の面積では約１６%ですが、公共施設の８５%が釧路地域に集中しています。  

 

２．広域対応施設と地域対応施設の配置状況 

〈広域対応施設〉 

(市庁舎・行政センター・支所・事務所) 

市庁舎 3施設は釧路地域に 3施設配置されています。規模は 1,246～14,169 ㎡。 

行政センターは阿寒地域、音別地域に 1施設ずつ配置されています。規模は 1,769～3,304 ㎡。 

支所は釧路地域に 4 施設、阿寒地域に 1 施設、音別地域に 1 施設配置されています。規模は 70～525

㎡。 

事務所は釧路地域に 2施設配置されています。規模は 1,691～2,007 ㎡。 

(ホール)  

釧路地域に 3施設、阿寒・音別地域にそれぞれ 1施設配置されています。 

規模は釧路地域が 6,153～10,622 ㎡、阿寒・音別地域が 989～2,763 ㎡。 

釧路地域に大型の施設が配置されています。 

(ミュージアム・文化財等保存施設)  

釧路地域に 12施設、阿寒地域に 3施設、音別地域に 1施設配置されています。 

規模は 75～5,883 ㎡ 施設の規模に偏りが見られます。 

(保養観光施設)  

宿泊施設は釧路・阿寒地域にそれぞれ 1施設が配置されています。規模は 2,231～4,096 ㎡。 

キャンプ場は、釧路・阿寒・音別地域にそれぞれ 1施設配置されています。規模は 401～1,910 ㎡。 

その他保養観光施設は釧路地域に 6 施設、阿寒地域に 6 施設配置されています。規模は 60～14,032

㎡。 

観光地である阿寒地域に多くの施設が配置されています。 

(スポーツ施設) 

屋外スポーツ施設(野球場、サッカー場、テニスコート等)は、釧路地域に 34 施設、阿寒地域に 5 施

設、音別地域に 1施設配置されています。 

屋内スポーツ施設(体育館、アイススケート場、アイスホッケー場、屋内プール等)は、釧路地域に 18

施設、阿寒地域に 6施設、音別地域に 5施設配置されています。規模は 12～14,069 ㎡。 

＜参考＞ 

(市営住宅) 

 釧路地域に 23 施設、阿寒地域に 13 施設、音別地域に 6施設が配置されています。規模は 166～90,623

㎡。 

 釧路地域の東部・中部エリアに 10,000 ㎡を超える大型の施設が集中しています。 

〈地域対応施設〉 

(図書館) 

センター図書館である市立釧路図書館が釧路地域に配置されています。規模は 3,028 ㎡。 
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地域図書館は釧路地域に 3 施設、阿寒・音別地域にそれぞれ 1 施設配置されています。規模は 265～

1,313 ㎡。 

(地域コミュニティ施設) 

 集会機能と一部ホール機能も備えた地域コミュニティ施設は釧路地域に 6 施設、阿寒地域に 6 施設、

音別地域に 2施設配置されています。規模は 292～2,676 ㎡。 

阿寒・音別地域に多くの施設が配置されています。 

(地区会館) 

釧路地域に 74施設、阿寒地域に 9施設、音別地域に 12施設配置されています。規模は 38㎡～1,894

㎡。 

最も多くの施設が配置されており、そのほとんどが単独施設となっています。 

(老人福祉センター) 

釧路地域に 15施設、阿寒・音別地域にそれぞれ 1施設が配置されています。規模は 119～2,430 ㎡。 

単独施設が中心となっており、中でも釧路地域東部に 7施設が配置されています。 

(保育園) 

保育園は釧路地域に 8施設、音別地域に 1施設配置されています。規模は 389～651 ㎡。 

保育所は阿寒地域に 2施設配置されています。規模は 56～60 ㎡。 

(子育て支援拠点センター) 

釧路地域に 3施設配置されています。規模は 226～461 ㎡。 

(児童館・児童センター) 

釧路地域に 20 施設、阿寒・音別地域にそれぞれ 1 施設配置されています。規模は 87～440 ㎡。単独

施設が中心です。 

(職員住宅等施設) 

釧路地域に 8施設、阿寒地域に 12 施設、音別地域に 10 施設配置されています。規模は 60～1,352 ㎡。 

 

＜参考＞ 

 (学校施設) 

小学校は釧路地域に 23校、阿寒地域に 4校、音別地域に 1校配置されています。規模は 1,232～9,148

㎡。 

中学校は釧路地域に 12校、阿寒地域に 2校、音別地域に 1校配置されています。規模は 1,019～8,526

㎡。 
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④窓口利用状況 

平成24年度の市全体の窓口利用件数は約37.1万件です。施設別では市役所が17.7万件で、

全体の約 47%を占めています。支所間でも鳥取支所と阿寒湖まりむ館では、管轄地域の人口の

違いにより利用件数に大きな差があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 建物状況と窓口利用状況による評価結果 
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 地域ニーズに応じた、開庁時間などの管理運営を検討する。 
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平成 23 年度 施設別稼働率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※利用目的は様々ですが、週 1回以上の利用者が多く、利用者の固定化が生じていると考えられます。 
 

■ 建物状況と利用状況による評価結果 
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） 

 すべての施設で稼働

率が 40％未満とな

っている。 

 築10年以上20年未

満の施設が多く、20

年後に多くの施設が

老朽化する。 

建
物
状
況×

利
用
状
況 

 

１ 

２ 

１ 

耐震化未実施及び耐震化
状況不明な施設 

 稼働率が低くまた老朽化している施設については、周辺の公共施設との集約化・多機能化を図り、

保有総量を圧縮する。 

 直営の施設(阿寒・音別)は、業務委託等により、管理運営費の縮減を図る。 

 指定管理者導入施設については、より効率的な管理運営を検討する。 

■ 改善の方向性 

2 

評価の視点 

利用状況  

稼働率： 

利用コマ数÷利用可能コマ数 

建物状況  

老朽化：築３０年以上の施設 
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②事業内容  

地区会館 

＜主なサービス内容＞ 

・地域コミュニティの拠点としての集会やサークル活動のための貸し館業務 

老人福祉センター 

＜主なサービス内容＞ 

・高齢者のための地域コミュニティの拠点としての集会やサークル活動のための貸し館業務 

利用目的は様々ですが、週 1 回以上の利用者が全体の過半数を占めており、利用者の固定化が

生じていると考えられます。 

 

③建物状況 

地区会館 
 

施設数 
 

95 施設 

 

老朽化 

している施設 

 

44 施設 

 

旧耐震基準でありかつ老朽化している施設が３０施設 

新耐震基準であるが、老朽化している施設が１４施設 

老人福祉センター 
 

施設数 
 

17 施設 

 

老朽化 

している施設 

 

9 施設 

 

老人福祉センター緑風荘、第 2老人福祉センター、第 3老人福祉センター、

桜ケ岡老人福祉センター、音別町老人憩いの家、大川町人福祉センター、

美原老人福祉センター、星が浦老人福祉センター、昭和老人集会所 

 

④利用状況 

■地区会館の地域毎の稼働率 

 

 

 

 

  

 

 

■老人福祉センターの稼働率 

※赤文字は耐震化対策が必要であるか、耐震化状況が不明な施設 

33,658 12%

1%

6%

1%

【290,244コマ】

【34,749コマ】

【10,941コマ】

【73,000コマ】

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

釧路地区

阿寒本町地区

阿寒温泉地区

音別地区

（コマ）

稼働率40%
以下

稼働率60%
以上

全体稼働率
9%

稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数

地
域

釧
路

阿
寒
地
域

地
域

音
別

利用コマ数 496

利用コマ数 630

利用コマ数 659

672

456

859

638

1,194

497

564

389

689

684

690

287

1,085

1,566

262

11%

23%

14%

11%

20%

12%

9%

10%

11%

7%

11%

11%

14%

18%

16%

0%

7%

【6,048コマ】

【2,016コマ】

【6,048コマ】

【6,048コマ】

【6,048コマ】

【4,032コマ】

【6,048コマ】

【4,032コマ】

【6,048コマ】

【4,032コマ】

【6,048コマ】

【6,048コマ】

【2,016コマ】

【6,048コマ】

【10,080コマ】

【7,670コマ】

【3,848コマ】

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

老人福祉センター緑風荘

白樺ふれあい交流センター

第２老人福祉センター

第３老人福祉センター

武佐老人福祉センター

桜ケ岡老人福祉センター

大川町老人福祉センター

柳町老人福祉センター

大楽毛老人福祉センター

寿老人福祉センター

美原老人福祉センター

星が浦老人福祉センター

昭和老人集会所

望洋ふれあい交流センター

高齢者生きがい交流プラザ

旭町寿の家

音別町老人憩いの家

（コマ）

稼働率40%
以下

稼働率60%
以上

全体稼働率
12%

利用可能コマ数

稼働率

利用コマ数

利用コマ数 275

釧
路
地
域

阿寒地域

音別地域

利用コマ数 26
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■建物状況と利用状況による評価結果 

○地区会館の評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○老人福祉センターの評価結果 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老朽化が進行 問題なし

％
未
満

40

％
以
上

40

％
未
満

40

％
以
上

40

3

39

41

42

44 72

51 52

5456

59
62

64
66

70

68

71
50

73
74

77
79

82

85

建
物
状
況

良

建
物
状
況

悪

稼働率 高

稼働率 低

0

（築年）

60 30 20

80

（%）

40

00

評価の視点 

利用状況  

稼働率： 

利用コマ数÷利用可能コマ数 

建物状況  

老朽化：築３０年以上の施設 

老朽化が進行 問題なし

％
未
満

40

％
以
上

40

％
未
満

40

％
以
上

40

1

2
3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13
14

15

16
17

建
物
状
況

良

建
物
状
況

悪

稼働率 高

稼働率 低
0

（築年）

60 30 20

80

（%）

40

0

老人福祉センターは

すべての施設で稼働

率が40％未満となっ

ている。 

老人福祉センター17

施設中9施設（53％）

が老朽化している。 

建
物
状
況×

利
用
状
況 

 

 地区会館は、新富士生

活館と春採生活館を

除いた、93 施設の稼

働率が 40％以下とな

っている。 

 地区会館９５施設中

44 施設（46％）は老

朽化が進行している。 

建
物
状
況×

利
用
状
況 

 

１ 

※耐震未実施の赤枠表現は、施設が密集しているためグラフ上で判別

不可能なため除いています。 

※一部の施設では稼働率が不明なため、40％にプロットしています。 

 グラフ内の施設番号は、施設一覧(28・29 ページ)に対応しています。 

 

２ 

１ 

２ 

耐震化未実施及び耐震化
状況不明な施設 

 稼働率が低く又は老朽化している施設については、周辺の公共施設との集約化・多機能化又

は民間団体への譲渡を図り、保有総量を圧縮する。 

 施設によって管理者が異なるため、一元的に管理するなど効率的な管理運営を検討する。 

■ 改善の方向性 

１ 

２ 

１ 

２ 

1 白樺ふれあい交流センター 7 大川町老人福祉センター 13 昭和老人集会所
2 老人福祉センター緑風荘 8 柳町老人福祉センター 14 望洋ふれあい交流センター
3 第２老人福祉センター 9 大楽毛老人福祉センター 15 高齢者生きがい交流プラザ
4 第３老人福祉センター 10 寿老人福祉センター 16 旭町寿の家
5 武佐老人福祉センター 11 美原老人福祉センター 17 音別町老人憩いの家
6 桜ケ岡老人福祉センター 12 星が浦老人福祉センター

評価の視点 

利用状況  

稼働率： 

利用コマ数÷利用可能コマ数 

建物状況  

老朽化：築３０年以上の施設 
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（２）集会施設 エ ホール 

①施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
②事業内容 

＜主なサービス内容＞ 

・文化の振興・向上を図るための講座等の開設 ・貸し館業務 

 

③スペース構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④建物状況 
 

施設数 
 

5 施設 

 

老朽化 

している施設 

 

2 施設 
 
市民文化会館、音別町文化会館 

※建築年度部の赤ハッチは、築３０年以上の施設を示す 

地域
コミュ
ニ
ティ
セン

ミュ
ージ
アム
施設

図書
館

屋内
体育
施設

児童
館・
児童
セン
ター

その
他

指定
避難

津波緊急

避難施設

1 観光国際交流センター 幸町4丁目1-4 6,153.0 平成5
鉄筋コン
クリート

指定
管理

●
消費者協会他と併設
（今回分析対象外）

2 市民文化会館 東川町24-2 9,551.3 昭和54
鉄筋コン
クリート

指定
管理

● ● 耐震基準クリア

3
生涯学習センター（まなぼっと
幣舞）

幣舞町2-3 10,622.0 平成4
鉄筋コン
クリート

指定
管理

● ● ●

4 阿寒町公民館 阿寒町中央2丁目29-8 2,762.6 昭和61
鉄筋コン
クリート

直営 ● ● ●

5 音別町文化会館 音別町朝日2丁目81の内 988.6 昭和55
鉄筋コン
クリート

直営 ● ● ● ● ●

30,077.5 ―

所在
延床面積
（㎡）

建築年度
（年度）

備考名称
構造（主
たる建
物）

防災

運営
形態

合　　計

併設施設

固定席　1,396席
可動席　　120席

小ホール 固定席　　372席
展示ホール 平土間　　391㎡

多目的ホール 平土間　　300人

大ホール

大ホール 可動席　　700席

ステージ付平土間
　　1,000㎡

　ホール保有機能

大ホール

大ホール

平土間　1,800㎡

大ホール 固定席　　800席

1,793

1,466

271 300

568

ホワイエ, 790

318

196

159151

136

123

129

128

3,114

4,621

その他共用部 8,063

1,422

989

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

観光国際交流

センター

市民文化会館

生涯学習セン

ター・ホール

阿寒町公民

館・ホール

市民の広場・

音別町文化会

館

（㎡）

会議室 和室

調理室

音楽室

工作室

視聴覚室ホール ホワイエ

ホール, 2,584

ホール, 4,229

ホール 747

ホール, 886

270

468

会議室・和室 982

258

2,763㎡

9,551㎡

6,153㎡

989㎡

1,793

442

271

383 

300

568

64 

790

318

196
159 151

138

123

129

128

3,114

8,481

その他共用部 8,063

1,422

267

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

観光国際交流

センター

市民文化会館

生涯学習セン

ター・ホール

阿寒町公民

館・ホール

市民の広場・

音別町文化会

館

（㎡）

会議室 和室

調理室

音楽室

工作室

視聴覚室ホール ホワイエ

ステージ ホワイエ

2,584

624

ホール 747

886

538

270

162

会議室・和室982

258

128

2,763㎡

合計10,622.㎡

9,551㎡

6,153㎡

989㎡

10,622 ㎡ 
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⑤利用状況 

平成 23 年度 施設別稼働率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 建物状況と利用状況による評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 周辺の公共施設等との集約化・多機能化を図り、保有総量を圧縮する。 

 施設の更新については、稼働率や人口減尐に応じた施設のコンパクト化を図る。 

 指定管理施設については、より効率的な管理運営を検討する。 

20,206

22%

24%

21%

24%

4%

【13,815コマ】

【16,686コマ】

【94,863コマ】

【23,010コマ】

【4,620コマ】

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

観光国際交流センター

市民文化会館

生涯学習センター

阿寒町公民館

音別町文化会館

（コマ）

稼働率40%以下

稼働率60%以上

稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数

全体稼働率
22%

老朽化が進行 問題なし

％
未
満

40

％
以
上

40

％
未
満

40

％
以
上

40

観光国際

交流センター

市民文化会館

まなぼっと幣舞

阿寒町公民館

音別町文化会館

建
物
状
況

建
物
状
況

稼働率 高

稼働率 低
0

（築年）

60 30 20

80

（%）

40

0

すべての施設の稼働率

が 40%未満となって

いる。 

老朽化を迎えている施

設が 2 施設ある。 

今後 10 年で残りすべ

ての施設が老朽化す

る。 

建
物
状
況×

利
用
状
況 

 

１ 

2 

■ 改善の方向性 

3 

３ 

1 ２ 

評価の視点 

利用状況  

稼働率： 

利用コマ数÷利用可能コマ数 

建物状況  

老朽化：築３０年以上の施設 
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（３）図書館・博物館等展示施設 ア 図書館 

①施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②建物状況 
 

施設数 
 

6 施設 

 

老朽化 

している施設 

 

1 施設 

 

 

市立釧路図書館（建替計画検討中） 

 

 

③利用件数 

貸出冊数は、8２万 3,817 冊で、１館当たり１日 68 冊～1,279 冊です。利用者数は、年間

２１万 1,769 人です。市立釧路図書館の貸出冊数は 38 万 4,930 冊であり、全体の約 46%を

占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建築年度部の赤ハッチは、築３０年以上の施設を示す 

※赤文字は耐震化対策が必要であるか、耐震化状況が不明な施設 

小学校区 中学校区
地区

（旧市町）
全市 市外

地域コミュ
ニティー施

設
ホール

屋内体育
施設

文化財等保
存施設

児童館・児
童センター

指定
避難

津波緊急

避難施設

1 市立釧路図書館 幣舞町1-6 3,028.4 昭和47
鉄筋コンク
リート

● ● 指定管理 ●

2
鳥取コミュニティセンター・図
書館

鳥取北8丁目3 641.5 平成2
鉄筋コンク
リート

● ● ● 指定管理 ● ●
鳥取１０号
公園内

3
東部地区コミュニティセン
ター・図書館

益浦1丁目116-25 607.0 平成5
鉄筋コンク
リート

● ● ● 指定管理 ● ●

4
中部地区コミュニティセン
ター・図書館

愛国191-5511 603.4 平成12
鉄筋コンク
リート

● ● ● 指定管理 ● ●

5 阿寒町公民館・図書館
阿寒町中央2丁目
29-8

265.2 昭和61
鉄筋コンク
リート

● 委託 ●

6 音別町ふれあい図書館
音別町朝日2丁目
81の内

1,313.0 平成3
鉄筋コンク
リート

● ● ● 直営 ● ● ● ●

6,458.4 ―

備考名称 所在
延床面積
（㎡）

建築年度
（年度）

構造（主た
る建物）

利用者の居住区域

運営形態

防災

合　　計

併設施設

116,667人

30,943人

15,619人

36,169人

7,227人 5,144人

1,279

488

243

558

133
68

384,930冊

144,817冊

72,225冊

165,815冊

37,749冊 18,281冊

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

市
立
釧
路
図
書
館

鳥
取
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・
図
書
館

東
部
地
区
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・
図
書
館

中
部
地
区
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
・
図
書
館

阿
寒
町
公
民
館

・
図
書
館

音
別
町
ふ
れ
あ
い
図
書
館

（人）
（釧路地域） （阿寒地域） （音別地域）

1日当たりの貸出冊数

貸出冊数

利用者数
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④評価 

■利用者数とトータルコストの関係(利用者 1人当たりコスト) 

 年間利用者数とトータルコストから、利用者 1人当たりにかかるコストを算出すると、中部地

区コミュニティセンター・図書館の 307円/人～音別町ふれあい図書館の 4,870 円/人となって

います。なお、図書館の平均は 1,165 円/人となっています。音別町ふれあい図書館は利用者 1

人当たりのコストが平均値の約 4.1 倍ですが、これは利用者数に比べてトータルコストが高いこ

とが原因です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
※公共施設は長期間に渡って使用されるため、建設時にかかったお金を建設した時だけのコストとせず、その使用期間(耐用年数)を
通して、毎年コストとして配分される金額相当額を意味します。(以降同様) 

■ 建物状況と利用状況による評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 改善の方向性 
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 市立釧路図書館は、今
後の建替計画を検討中
である。 
地域住民の 1 人当たり
の利用回数では釧路地
域のコミセン図書館は
阿寒・音別より低い。 

※市立釧路図書館のみ釧路
市全人口を対象に住民一
人当たり利用回数を算出 

耐震化未実施及び耐震化
状況不明な施設 

 直営施設は、業務委託等により、管理運営費の縮減を図る。 

 施設によって管理者が異なるため、一元的に管理するなど効率的な管理運営を検討する。 

 市立釧路図書館の更新については、民間施設の有効活用も含めた保有面積の縮減を図る。また、

地域の情報交換・コミュニティ活動を行う地域の情報拠点としての機能及び文学館機能の整備を

検討する。 
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（円/人）

減価償却相当額

指定管理コスト

人にかかるコスト

運営にかかるコスト

施設にかかるコスト

計

平均
1,165円/人

（釧路地域） （阿寒地域） （音別地域）

利用者数 116,667 30,943 15,619 36,169 7,227 5,144

※ 

評価の視点 

利用状況  

住民 1 人当たり利用回数： 

各地域人口÷利用者数 

建物状況  

老朽化：築３０年以上の施設 
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トータルコスト 

                      

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 利用状況とコスト状況による評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 改善の方向性 

 

 

 

 

 

 利用者ニーズに対応した、効果的な施設整備・運営を図る。 

 トータルコストに対する利用料金収入の割合が低いことから、利用料金の見直しを検討する。 

 神馬事記念公園・記念館については文化財等資料の収蔵施設であるため、周辺の公共施設又は類

似施設との集約化を図る。 
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（釧路地域）

施設にかかるコスト, 

182,830 

運営にかかるコスト

39,924 

人に係るコスト, 

205,330 

指定管理コスト, 

132,230 

減価償却相当額, 

152,840 

0 
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合計

（千 7億1,315.4万円

使用料収入, 50,374 

その他, 22,873 

収入の合計

7,324.7万円割合が低い 

全体コストの 81%を 

二つの施設で占める 

（千円） 

※一部の施設では1日当たり利用者が220人を超えるため、220人にプロットしている。 

 利用者数が尐ないにも
関わらず、コストがか
かっている。 
施設規模から1日当た
りの利用者数は平均よ
り多いが、コストがか
かっているため割高。 
利用者数も尐ないが、
コストがあまりかかっ
ていない。 
 

 耐震化未実施及び耐震化
状況不明な施設 
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利
用
状
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コ
ス
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状
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評価の視点 

利用状況  

1 日当たり利用者： 

利用者総数÷運営日数  

コスト状況 

利用者 1 人当たりコスト 

総コスト÷利用者総数 
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平成 23 年度 施設別利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■利用状況とコスト状況による評価結果 
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（人）

平成23年度利用者数

1日当たりの
利用者数

利用者の半数は無料入場者 約

9,400 人(総合学習約 1,600 人、

幼児 1,250 人等) 

施設別 
トータルコ
スト(円) １.59 億 0.35 億 0.15 億 0.29 億 

 

0.3 億 0.07 億 

総コスト：3.48 億円 

0.02 億 

設置目的は同じ 

利
用
状
況×

コ
ス
ト
状
況 

 

 すべての施設の利用者が減尐しているため、多様化する利用者ニーズへ柔軟に対応し、利用の向上を

図る。 

 博物館のトータルコストが総コストの約半分を占めており、1 日当たりの利用者数も 100 人以下に

留まっている。 

 他の類似施設との集約化や民営化及び廃止も含めて、今後の施設の在り方を検討する。 

■ 改善の方向性 

 利用者数が尐ないにも
関わらず、コストがかか
っている。 
フルコストはほぼ同じ
水準であるが、利用状
況に差が見られる。 

耐震化未実施及び耐震化
状況不明な施設 

１ 

2 

※一部の施設では 1日当たり利用者が 154 人を超えるため、154 人にプロットしている。 

※一部の施設では利用者 1人当たりのコストが 3,416 円を超えるため、3,416 円にプロッ
トしている 

１ 

2 

評価の視点 

利用状況  

１日当たり利用者： 

利用者総数÷運営日数 

コスト状況 

利用者 1 人当たりコスト 

総コスト÷利用者総数 
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③利用状況 

 

■体育館等施設利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■アイススケート・ホッケー場 利用状況 
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■屋内プール 利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■野球場 利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■その他屋内スポーツ施設利用状況 
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④コスト状況 

 

施設保有機能 施設数 利用者 1人当たりコスト 

体育館等 11 施設 1,082 円/人 

アイススケート・ホッケー場 5 施設 2,552 円/人 

屋内プール  4 施設 1,076 円/人 

野球場 4 施設 5,039 円/人 

その他屋内スポーツ施設 5 施設 261 円/人 

 

 

 

 

■ 建物状況と利用状況による評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 改善の方向性 

 

 

 

 

 10 年後には過半数の施設が老朽化を迎えるため、利用状況や今後の人口減尐に応じた効率的な運営

を図るとともに、計画的に多機能化や集約化を検討する。 

 周辺自治体にあるスポーツ施設との機能連携や相互利用についても検討する。 

アイススケート･ホッケー場は利用者数は多いが、維持

管理費等のコストが高く、野球場は利用者数が少ないた

めに利用者１人当たりのコストが高く、体育館等と比べ

て２～５倍となっている 

老朽化が進行 問題なし
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建
物
状
況×

利
用
状
況 

 1 

 今後１０年で老朽化する

施設は、1 日当たりの利用

者が 182 人以下の施設が

多い。 

アイススケート・ホッケー

場は 1 日当たりの利用者

数は他の施設より相対的

に多いが、今後１０～１５

年で老朽化を迎える。 

 

2 
1 

2 10 年後 

1 鳥取コミュニティセンター
（コア鳥取）・スポーツ施設

2 鳥取１０号公園・コミュニティ体育館（鳥取ドーム）

3 釧路アイスアリーナ

4 鳥取温水プール

5 柳町スピードスケート場

6 柳町アイスホッケー場

7 中部地区コミュニティセンター
（コアかがやき）・スポーツ施設

8 湿原の風アリーナ釧路

9 市民球場

10 市民ソフトボール場

11 市民陸上競技場

12 市民テニスコート

13 労働者福祉センター
（サンライフ釧路）・スポーツ施設

14 春採アイスアリーナ

15 鶴ケ岱武道館

16 富士見球場

17 東部地区コミュニティセンター
（コア大空）・スポーツ施設

18 農業者トレーニングセンター

19 阿寒町スポーツセンター

20 阿寒町自然休養村等施設・
野外運動施設（パークゴルフ場）

21 阿寒町老人健康増進センター
（室内ゲートボール場）

22 阿寒湖まりむ館・スポーツ施設

23 阿寒湖畔トレーニングセンター

24 国設阿寒湖畔スキー場

25 音別町森林体験交流センター
（テイクル８０）・スポーツ施設

26 音別町温水プール

27 音別町スケートリンク

28 音別町野球場

29 音別町パークゴルフ場

※一部の施設では 1日当たり利用者が 364 人を超えるため、364 人にプロットしている。 

2 

評価の視点 

利用状況  

1 日当たり利用者： 

利用者総数÷運営日数 

建物状況  

老朽化：築３０年以上の施設 
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（５）児童福祉関連施設 ア 保育園 

①施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②建物状況 
 

施設数 
 

11 施設 

 

老朽化 

している施設 

 

7 施設 

 

大楽毛保育園、桜ケ岡保育園、城山保育園、治水保育園、鳥取保

育園、双葉保育園、新富士保育園 
 

 

③利用状況 

■ 施設の入園状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域コミュニ
ティー施設

子育て支
援拠点セ
ンター

幼稚園
医療保険
福祉施設

市営住宅
等施設

1 大楽毛保育園 大楽毛４丁目12-7 613.8 昭和52
コンクリート
ブロック 72 90 直営 民間移管済

2 桜ケ岡保育園 桜ケ岡４丁目22-130 606.6 昭和51
コンクリート
ブロック 59 60 直営

3 城山保育園 城山１丁目16-2 442.5 昭和47
コンクリート
ブロック 59 75 直営

4 新富士保育園 新富士町２丁目11-8 580.4 昭和57
鉄筋コンク
リート

59 60 直営

5 治水保育園 暁町6-4 497.9 昭和55
鉄筋コンク
リート

60 75 直営 民間移管済

6 鳥取保育園 鳥取北４丁目21-2 609.0 昭和51
コンクリート
ブロック 99 90 直営

●
（隣接）

7 双葉保育園 川北町4-4の内 651.2 昭和49
鉄筋コンク
リート

73 80 直営
●

（隣接）
●

8 芦野保育園 芦野３丁目10 734.5 平成7
鉄筋コンク
リート

88 75 直営 ●

9
阿寒町徹別多目的センター・保
育所

阿寒町徹別中央３４線41-6-の内 66.0 平成9
鉄筋コンク
リート

5 30 直営 ●

10
阿寒町仁々志別多目的セン
ター･保育所

阿寒町仁々志別３２線89-3の内 56.5 平成5
鉄筋コンク
リート

7 30 直営 ●

11 音別保育園 音別町中園２丁目165 389.4 平成22 鉄骨造 16 45 直営 ●

5,247.6 ― 597 710合　　計

構造（主た
る建物）

運営形態

併設施設
園児数
（人）

定員
（人）

備考名称 所在
延床面積
（㎡）

建築年度
（年度）

 
 

72

59

59

59

60

90

73

75

5

7

16

9

13

80%

98%

79%

98%

80%

110%

91%

117%

17%

23%

36%

0 20 40 60 80 100

大楽毛保育園

桜ケ岡保育園

城山保育園

新富士保育園

治水保育園

鳥取保育園

双葉保育園

芦野保育園

阿寒町徹別多目的センター・保育所

阿寒町仁々志別多目的センター･保育所

音別保育園

【90人】

【60人】

【75人】

【60人】

【75人】

【90人】

【80人】

【75人】

【30人】

【30人】

【45人】

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

大楽毛保育園

桜ケ岡保育園

城山保育園

新富士保育園

治水保育園

鳥取保育園

双葉保育園

芦野保育園

阿寒町徹別多目的センター・保育所

阿寒町仁々志別多目的センター･保育所

音別保育園

（人）

在所率

利用可能児童数

児童数

定員の弾力的運用

による増加分

平成 25 年度に閉園の方向 

※赤文字は耐震化対策が必要であるか、耐震化状況が不明な施設 

釧路地域において老朽化が進行 



 45 

④評価 

■園児 1人当たりのコスト 

園児１人当たりのコストは、阿寒町仁々志別多目的センター保育所の約 60.0 万円/人～音別町

保育園の約 267.2 万円/人となっています。平均は約 144.9 万円/人となっています。 

 音別保育園の園児 1人当たりのコストが割高になっている原因は、園児数に対して施設にかか

るコストや人にかかるコストが多いためです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 建物状況と利用状況による評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 改善の方向性 

 

 

老朽化が進行 問題なし

％
未
満

100

％
以
上

100

％
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100
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上

100

建
物
状
況

良

建
物
状
況

悪

入園率 高

入園率 低

大楽毛

保育園

桜ケ岡

保育園

城山

保育園

新富士

保育園

治水

保育園

鳥取

保育園

双葉

保育園

芦野

保育園

阿寒町徹別

多目的C

阿寒町仁々志別

多目的C

音別

保育園

0

（築年）

60 30 20

140

（%）

100

60

 アウトソーシング計画に基づき、民営化を推進する。 

 拠点園については、計画的に長寿命化、更新を図る。 

建
物
状
況×

利
用
状
況 

 

 老朽化かつ耐震化未実
施の施設が 50％以上
を占める。 

 阿寒・音別地域の施設
は比較的新しいが、地
域人口が尐ないため園
児数も尐ない。 

 

耐震化未実施及び耐震化
状況不明な施設 

１ 

１ 

2 

2 

※入園率が 60％を切る施設は、60％にプロットしている。 

評価の視点 

利用状況  

入園率：園児数÷定員数 

建物状況  

老朽化：築３０年以上の施設 

239 244 243 267 222 187 202 118
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指定管理コ

スト

人にかかる
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るコスト

施設にかか
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（５）児童福祉関連施設 イ 子育て支援拠点センター 

①施設一覧 

 

 

 

 

 

②建物状況 
 

施設数 

(直営) 

 

3 施設 

(3) 

 

老朽化 

している施設 

 

１施設 

 

 

東部子育て支援センター（昭和 45） 

 

③利用・コスト状況 

利用者数 25,391 人 
トータル 

コスト 
9,575 万円 

利用者 1人当

たりのコスト 
3,771 円 

 

■ 施設毎の利用者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 改善の方向性 

 利用者は増加傾向にあるが、子育て・児童館・高齢者に至る地域の総合的なワンストップサービ

スの実現を図るため、他の公共施設と集約化・多機能化を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

（建築年度） 

利用者は増加傾向にあるが、今後は年少人口が減少 

6,864
8,287 8,626

4,617

11,967 11,725

5,040

11,481

20,254

25,391

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成21年度 平成22年度 平成23年度

（人）

西部子育て支援拠点センター

東部子育て支援拠点センター

中部子育て支援拠点センター

合計利用者数が大幅に増加 

小学校
区

中学校
区

地区
（旧市町）

全市 市外 保育園

1 中部子育て支援拠点センター 芦野３丁目10 261.9 平成7
鉄筋コンク
リート

● 直営 ●

2 東部子育て支援拠点センター 春採４丁目54-81 461.8 昭和45
コンクリート
ブロック

● 直営

3 西部子育て支援拠点センター 鳥取北４丁目21-2 226.1 平成23 木造 ● 直営
●

（隣接）

949.8

備考名称 所在
延床面積
（㎡）

合　計

建築年度
（年度）

構造（主た
る建物）

利用者の居住区域
運営形態

併設施設
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■ 入居戸数(平成 23 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 改善の方向性 

 地域的な要因で今後も維持・更新していく施設については、計画的に大規模改修・更新を行う。

また、利用料金の見直しを検討する。 

 上記以外の施設については、廃止または売却により保有総量を圧縮する。 
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155

145

134
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40
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80

100

120

140

160

180

平成21年度 平成22年度 平成23年度

消防職員住宅・音別町中園2

消防職員住宅・音別町川東1

教職員住宅・音別町中園2

教職員住宅・音別町海光3

市職員住宅（音）・音別町本町3

市職員住宅（音）・音別町本町2

市職員住宅（音）・音別町中園2

市職員住宅（音）・音別町海光3

市職員住宅（音）・音別町海光1

市職員住宅（音）・音別町朝日3

消防職員住宅・阿寒町阿寒湖温泉3

消防職員住宅・阿寒町北新町1

教職員住宅・阿寒町徹別中央

教職員住宅・阿寒町仁々志別32線

教職員住宅・阿寒町阿寒湖温泉6

教職員住宅・阿寒町阿寒湖温泉5

教職員住宅・阿寒町富士見2

教職員住宅・阿寒町富士見1

市職員住宅（阿）・阿寒町阿寒湖温泉6

市職員住宅（阿）・阿寒町富士見1

市職員住宅（阿）・阿寒町仲町1

マリモ監視人住宅

消防職員住宅・駒場町

消防職員住宅・川北町

教職員住宅・山花

教職員住宅・新富士町2

教職員住宅・緑ケ岡1

教職員住宅・鶴ケ岱1

市職員住宅（職）・緑ケ岡1

市職員住宅（職）・富士見1

合計

（戸）



 54 

 



55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 地域別実態把握 
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地域の実態 

 
 老朽化率は 52.9%と市全体の平均とほぼ同程度だが、西部地域の老朽化率が高い。 

 配置状況は、公共施設の 85%が配置されている。市庁舎等の行政系施設が中部地域に多く配置

されている。釧路地域全体では小学校区に集会施設が４つ程度配置されている。 

 集会施設の稼働率はどの施設も低いが、阿寒・音別地域よりは高い。1施設あたりの人口が阿

寒・音別地域の 6～15 倍の開きがある。 

 児童福祉関連施設は合計で 31 施設あり、保育園の入園率は阿寒・音別地域と比べ高い。 

 屋内スポーツ施設は 19施設あり、施設数・延床面積ともに中部地域に多く配置されている。 

 公営住宅の公共施設に占める割合は 43%と高い。東部・中部地域に大型の公営住宅がある。 

 H22～H42 年の人口推計では地域全体の年少人口は約 40%減少し、特に西部エリアの人口減少

率が高い。 

地域の課題 

 
 地域内で開発年代が異なり、開発とともに市街地も広がり、公共施設も整備されてきた。し

かし、昭和 56年をピークに人口減少が始まり、今後もすべての地域で人口減少が推計されて

いる。ただし、開発年代の違いなどから高齢者が減少する地域と増加する地域とに分かれる

見込みとなっている。 

このため、地域ニーズと公共施設の機能と配置にミスマッチが生じている。また、今後の

人口推計から、既存の公共施設を集約化・多機能化又は余剰スペースへ新たな機能を追加す

るなど、施設の再編を検討する必要がある。 

西部農村地

域 

西部農村地

域 

釧路地域 
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西部農村地

域 

地域の実態 

 
 地域全体としては比較的新しい施設の割

合が高い。 

 両地域にそれぞれ行政・スポーツ系の広

域対応施設や集会施設等の地域対応施設

が配置されている。本町地域の各集落に

は小学校区より狭い範囲で集会施設が配

置されている。 

 集会施設数は 17施設あり、本町地域に集

中している。稼働率は全体的に低く、本

町地域が特に低い。 

 児童福祉関連施設は 3 施設あり、年少人

口が少ないため、稼働率は低い。 

 屋内スポーツ施設は 6施設ある。 

 公営住宅の公共施設に占める割合は市全

体の平均より低いが、阿寒湖温泉地域は

高い。 

地域の課題 

 

阿寒本町地域・阿寒湖温泉地域 

 市街地及び各集落に集会施設が数多く

配置されているため、利用率が非常に低

くなっている。本町地域は最も少子高齢

化がすすんでいる。地域コミュニティ施

設と複合化している徹別保育所も廃止

が決定している。今後は余剰スペースな

どの有効活用や、集約化・多機能化、廃

止等を検討する必要がある。 
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音別地域 

地域の実態 

 

 

・地域全体として老朽化した施設の割合が高い。 

・市街地にほとんどの公共施設が集中している。 

・集会施設は 16施設あり、稼働率はすべて低い。 

・児童福祉関連施設は保育園と放課後子ども広場の 2 施設ある。年少人口が少ないため、稼働率

は低い。 

・屋内スポーツ施設は体育館、温水プール、スケートリンク等 5 施設あり、体育館を除いて利用

者数が少ない。 

・公営住宅の公共施設に占める割合は市全体より低い。 

地域の課題 

 
・施設の多くが老朽化しており、今後の維持・改修コストが課題となる。 

・市街地に公共施設が集中しているが、利用状況が低い施設が多い。 

・地域ニーズと公共施設の機能と配置にミスマッチが生じているため、施設の集約化・多機能化、

廃止などを検討する必要がある。 
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第４章 釧路市の課題及び公有資産マネジメント全体方針 
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１．釧路市の課題 

 第 1 章から第 3 章までをまとめた釧路市の課題は以下のとおりです。 

 

（人口の課題） 

●昭和 56 年をピークに人口の減尐が続き、約 20 年後の平成 42 年には 13 万人とピーク時か

ら 45％も減尐すると推計されています。 

●年尐人口（15 歳未満）と生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）が減尐するのに対し、高齢

者人口（65 歳以上）は大幅に増加し、平成 42 年には全体の 37.0％（平成 2 年：9.8％）に

達するなど、人口構成が大きく変化することも予想されています。 

（財政の課題） 

●歳入については、生産年齢人口の減尐など社会・経済情勢の変化による市税の減尐、合併算定

替え特例の終了による地方交付税の減尐等が見込まれます。 

●歳出については、高齢化の進行等に伴う扶助費等の増加が見込まれます。 

●このように釧路市の財政は、今後ますます厳しさを増すものと懸念されます。 

（施設の課題） 

 ●釧路市では、人口１人当たり 6.17 ㎡/人と全国平均や道内の同規模自治体を大きく上回る

111.7 万㎡にも及ぶ大量の公共施設等を保有しており、大きな市民負担となっています。 

 ●人口が昭和 56 年をピークに 21％減尐する中、公共施設等は 33％も増加していることに加

え、人口構成の変化に即した施設量の見直しも進んでいない状況にあります。 

●旧耐震基準で建設された昭和 56 年以前の建物が 45％、一般的に建物の寿命とされる築 30

年以上の建物が 5２％を占めるなど老朽化の進んでいる施設が多くなっています。 

 ●現在の施設量を前提に、施設の耐用年数を踏まえ大規模修繕や建替え等を行うものとして、今

後必要となるライフサイクルコストを試算してみると、今後 40 年間の総額で 6,573 億円、

年平均で 164.3 億円を要することとなり、これまで釧路市が支出してきた投賅的経費(年平均

57.8 億円)の 2.8 倍にのぼる金額が必要となります。 

 ＜主要な用途別施設の概要＞ 

 (庁舎等施設)：老朽化し、建替え・更新時期を迎えている施設が多い。合併市であるため、機能の統

合などによる余剰スペースの有効活用が課題である。 

 (集会施設)：全般的に稼働状況が非常に低く、地区会館等の多くは老朽化している。 

 (ホール)：集会施設との機能重複が見られ、利用者の重複などから、稼働率は低い。 

 (児童福祉関連)老朽化を迎えている単独施設が多い。今後は年尐人口の減尐が見込まれており、単独

施設としての在り方に課題。 
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Ⅰ 現状の保有量（111.7 万㎡）を全て維持するとした場合 

市民による税や利用者の負担する使用料等の大幅アップ（仮にすべてを税のアップで賄うとす

ると、納税者１人当たりの負担額は現在の 5.５万円/人から 26.4 万円/人に増加）、もしくは行

政サービス水準の大幅な低下は避けられず、さらには財政破たんも懸念されます。 

Ⅱ 現状の投賅的経費の水準（57.8 億円）を維持する場合＊ 

現在の保有量の 35％しか大規模修繕や建替えができず、残る 3 分の２の施設については、廃

止され大幅に行政サービスが低下する、もしくはこれらの施設を利用する市民の安全性が確保さ

れない状態となることが懸念されます。 

 ＊ 前記のとおり歳入の減尐と歳出の増加が見込まれ財政がより厳しさを増すことを踏まえれば、この金額を維持

することも大変厳しい状況となります。 

したがって、財政が厳しさを増す中にあって、現状のまま推移しようとする場合には、以下の事

態に陥ってしまうことが推測されます。 

 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

釧路市では、このような事態に陥ることを避けるため、今後、人口減尐や人口構成の変化等を

踏まえ、今後大量に必要となる公共施設等の維持更新を見据えた、総合的・戦略的な公有賅産マ

ネジメントの推進が必要となります。 
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億円

公共施設の将来の更新費用の推計

維持費 大規模修繕 築31年以上50年未満の公共施設の大規模修繕

建替え 既存更新分 新規整備分

用地取得分 平成25及び26年度の新規整備計画 緊急耐震改修費
既存更新分+新規整備分(5箇年度平均)

直近5年平均公共施設

投資的経費 57.8億円

更新費用の平均

164.3億円

現在までのストック

111.7万㎡

40年間の

更新費用総額

6,572.7億円

年更新費用の試算

既存更新分及び新規整備分

164.3億円

2.8倍

直近5年平均

公共施設投資的経費

既存更新分及び新規整備分

57.8 億円

現 状

（2.8倍）57.8億円/年 164億円/年

現状 今後４０年

5.5万円/人 26.4万円/人

今後の更新費用

現状 将来（平成42）

26.4万円/人

5.5万円/人

納
税
者
一
人
当
た
り
負
担
額

１人当たり年間
21万円も負担が
増える。

現状の投資的経費
(57.8億円)を維持した場合

40
年
後
の
保
有
量

39万㎡

73万㎡減らさな
ければならない。

Ⅰ

Ⅱ

 現状の公共施設等保有面積は111.7万㎡、１人当たり面積

は6.17㎡/人

 現状の公共施設等を維持した場合、今後40年間にかかる更

新費用は、年間164億円で、これは現状の公共施設等にか

かる投資的経費の約2.8倍となる。

（2.8㎡/人）

これからの40年間は、現在の

4.8倍の経費がかかります。

今ある公共施設等の35％し

か更新できない。

66％が
更新できない

市民負担額
（納税者）

35％

4.8倍

現状の保有量(111.7万㎡)
を全て維持した場合

ライフサイクルコスト

延床面積(㎡) 

用途

学校教育系施設
小学校、中学校

子育て支援系施設
保育園、児童館、子育て支援センター

社会教育系施設
図書館、美術館、動物園

市民文化系施設
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17万8,739㎡
（16％）

40万4,483㎡
（36％）

27万7,850㎡
（25％）

25万5,465㎡
（23％）

111.7万㎡

6.17㎡/人

旧耐震基準(昭和56年度以前)
49万7,600㎡（44.6％）

新耐震基準(昭和57年度以降)
61万8,937㎡（55.4％）

平均28,231㎡/年

約1/3

平均10,895㎡/年

用途 延床面積 構成比 用途 延床面積 構成比

学校教育系施設 保健福祉系施設
小学校、中学校 保健センター、保健福祉センター等

子育て支援系施設 行政系施設
保育園、児童館、子育て支援センター 市役所、総合支所、消防・防災施設

社会教育系施設 公営住宅
図書館、美術館、動物園 公営住宅

市民文化系施設 公園
文化会館、公民館 公園　等

ｽﾎﾟｰﾂ・観光施設 供給処理施設
体育館、運動場、 宿泊施設、体験施設　等 処分場、焼却場、リサイ クルセンター等

産業系施設 その他
技術センター、牧場等 廃校・廃止施設、職員住宅　等

医療施設
医療施設

3,246㎡ 0.29%

84,902㎡ 7.60% 9,957㎡ 0.89%

13,405㎡ 1.20% 79,967㎡ 7.16%

31,292㎡ 2.80% 467,630㎡ 41.88%

62,167㎡ 5.57% 6,583㎡ 0.59%

279,340㎡ 25.02% 20,378㎡ 1.83%

13,213㎡ 1.18% 44,456㎡ 3.98%

築40年以上 築30年以上 築20年以上 築20年未満

億円

これからの４０年間は、現在の

４．８倍の負担になります。 
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２．公有資産マネジメント全体方針・改善方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コンパクトなまちづくりと連動した施設の再編

改善方針

総量の圧縮（施設 重視から機能重視へ）

有効活用・集約化・多 機能化・新規整備の抑制
①

施設の長寿命化と維持管理コストの縮減④

総合的視点に基づく保全計画の策定による優先順位づけ

財政制約の設定⑤

公共施設等にかかる投資的経費を直近の５年間の年間平均
57.8億円から、今後の人口減少・人口構成変化に応じて、約
25％減の年間約40億円に設定

63.0 63.0
43.3

61.5 58.2
40.0

平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 今後20年間、
人口減少及び人口構成の変化

直近５年間の公共施設にかかる

投資的経費：年間平均57.8億円

将来の財政制約ライン

年間平均約４０億円

■公有資産マネジメントシステムによるデータの一元管

理の徹底

マネジメント対象施設が全公共施設の約１／３であるため、
効果が限定されてしまうことから、現在対象外である公営住
宅・学校教育施設等においても、人口減少・人口構成の変化
に応じた適正化を検討

継続的・総合的なマネジメント⑥

■公営住宅・学校施設等を含む総合的なマネジメント

■重複する集会・ホール機能 の集約化・多機能化

（地域コミュニティ・地区会館等・ 老人福祉センターの集会機能）

観光国際交流センター
交流プラザさいわい
市民文化会館
生涯学習センター等

市の人口規模・需要に対して
施設が多すぎる（稼働率が低い）

ホ
ー
ル
機
能

全体方針

人口減少や人口構成の変化に応じた対応①

地域の特性に応じた施設配置②

■人口の減少、人口構成の変化に対応した施設の
再編・整備

安全の確保④

将来世代負担の抑制⑤

■地域の特性に合わせた施設の再編

■計画的な改修・更新等による必要施設の安全の
確保

■適正な公共施設等の維持・更新による将来世代
への負担依存の回避

公共施設等のＶＦＭの最大化
（VFM：Value for Money）

③

■公共施設を資産と位置付け、コストの削減、
質の向上を促進
（「最少の経費で最大の効果を」）

受益者負担の適正化⑦

■受益者負担の適正化

■老朽化・低利用施設の単純 廃止

既存の施設や民間施設を有効に活用し、地域毎に各拠
点及び機能集積軸を中心とした施設の配置

■庁舎等の行政窓口機能
（市役所・支所・行政センタ ーのあり方の見直し）

・単独施設ではなく、周辺公共 施設の集約化・多機能化
・窓口を集めたワンストップサ ービスの促進
・支所等における民間施設の活 用

■児童福祉関連施設の集約化 ・多機能化

・他の公共施設との集約化・多 機能化により、年少者から
高齢者に至る地域の総合的な ワンストップサービスの実現

■新規整備の抑制

・既に具体的な取組みが進めら れているものを除く新規整備
の抑制

■学校の多機能化

・長寿命化・更新時における集 会施設や児童福祉関連施設・
スポーツ施設等の学校への集 約化の検討

管理・運営の見直し②

・施設所管課における情報の共有 化
・運営の見直し（指定管理者制度 ・業務委託等）
・所有形態の見直し（民営化・民 間施設の賃借等）
・施設管理運営の一元化及び施設 の集約化

キャンプ場・保養観光施設
文化財等保存施設・ミュージ アム等

・複合施設における管理運営の見 直し

■近隣自治体等との連携 ・相 互利用

近隣自治体との連携③

・広域対応施設(スポーツ施設等) の相互利用の検討

・整備レベルの設定（建替え・大規模改修）
・維持管理レベルの設定
・長寿命化（目標耐用年数の設定等）

公共施設等のコスト等を踏まえ、公共施設サービスに対する
適正な受益者負担(使用料等)の見直しの検討
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■コンパクトなまちづくりと連動した施設の再編

改善方針

総量の圧縮（施設 重視から機能重視へ）

有効活用・集約化・多 機能化・新規整備の抑制
①

施設の長寿命化と維持管理コストの縮減④

総合的視点に基づく保全計画の策定による優先順位づけ

財政制約の設定⑤

公共施設等にかかる投資的経費を直近の５年間の年間平均
57.8億円から、今後の人口減少・人口構成変化に応じて、約
25％減の年間約40億円に設定

63.0 63.0
43.3

61.5 58.2
40.0

平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 今後20年間、
人口減少及び人口構成の変化

直近５年間の公共施設にかかる

投資的経費：年間平均57.8億円

将来の財政制約ライン

年間平均約４０億円

■公有資産マネジメントシステムによるデータの一元管

理の徹底

マネジメント対象施設が全公共施設の約１／３であるため、
効果が限定されてしまうことから、現在対象外である公営住
宅・学校教育施設等においても、人口減少・人口構成の変化
に応じた適正化を検討

継続的・総合的なマネジメント⑥

■公営住宅・学校施設等を含む総合的なマネジメント

■重複する集会・ホール機能 の集約化・多機能化

（地域コミュニティ・地区会館等・ 老人福祉センターの集会機能）

観光国際交流センター
交流プラザさいわい
市民文化会館
生涯学習センター等

市の人口規模・需要に対して
施設が多すぎる（稼働率が低い）

ホ
ー
ル
機
能

全体方針

人口減少や人口構成の変化に応じた対応①

地域の特性に応じた施設配置②

■人口の減少、人口構成の変化に対応した施設の
再編・整備

安全の確保④

将来世代負担の抑制⑤

■地域の特性に合わせた施設の再編

■計画的な改修・更新等による必要施設の安全の
確保

■適正な公共施設等の維持・更新による将来世代
への負担依存の回避

公共施設等のＶＦＭの最大化
（VFM：Value for Money）

③

■公共施設を資産と位置付け、コストの削減、
質の向上を促進
（「最少の経費で最大の効果を」）

受益者負担の適正化⑦

■受益者負担の適正化

■老朽化・低利用施設の単純 廃止

既存の施設や民間施設を有効に活用し、地域毎に各拠
点及び機能集積軸を中心とした施設の配置

■庁舎等の行政窓口機能
（市役所・支所・行政センタ ーのあり方の見直し）

・単独施設ではなく、周辺公共 施設の集約化・多機能化
・窓口を集めたワンストップサ ービスの促進
・支所等における民間施設の活 用

■児童福祉関連施設の集約化 ・多機能化

・他の公共施設との集約化・多 機能化により、年少者から
高齢者に至る地域の総合的な ワンストップサービスの実現

■新規整備の抑制

・既に具体的な取組みが進めら れているものを除く新規整備
の抑制

■学校の多機能化

・長寿命化・更新時における集 会施設や児童福祉関連施設・
スポーツ施設等の学校への集 約化の検討

管理・運営の見直し②

・施設所管課における情報の共有 化
・運営の見直し（指定管理者制度 ・業務委託等）
・所有形態の見直し（民営化・民 間施設の賃借等）
・施設管理運営の一元化及び施設 の集約化

キャンプ場・保養観光施設
文化財等保存施設・ミュージ アム等

・複合施設における管理運営の見 直し

■近隣自治体等との連携 ・相 互利用

近隣自治体との連携③

・広域対応施設(スポーツ施設等) の相互利用の検討

・整備レベルの設定（建替え・大規模改修）
・維持管理レベルの設定
・長寿命化（目標耐用年数の設定等）

公共施設等のコスト等を踏まえ、公共施設サービスに対する
適正な受益者負担(使用料等)の見直しの検討



 68 

３．用途別の改善の方向性 

市全体で取り組む公有賅産マネジメントに基づく用途ごとの改善の方向性は、以下のとおりです。

（まとめとして再掲） 

 

用途 改善項目 改善の方向性 

庁舎等 集約化・多機能化 

保有形態の見直し 
 阿寒町行政センターについては、機能(議会・監査)や業務の移転によっ

て生じた余剰スペースへの、周辺の公共施設の集約化・多機能化を検討

する。 

 市役所や阿寒町行政センターの更新については、人口の減尐に応じた施

設のコンパクト化を図る。 

 支所・事務所の更新については、周辺の公共施設との集約化・多機能化、

又は民間施設の賃借を検討する。 

運営の見直し  地域ニーズに応じた、開庁時間などの管理運営を検討する。 

地域コミュ

ニティ施設 

集約化・多機能化  稼働率が低くまた老朽化している施設については、周辺の公共施設との

集約化・多機能化を図り、保有総量を圧縮する。 

運営の見直し  直営の施設(阿寒・音別)は、業務委託等により、管理運営費の縮減を図

る。 

 指定管理者導入施設については、より効率的な管理運営を検討する。 

地区会館等, 

老人福祉セ

ンター 

集約化・多機能化 

民営化 
 稼働率が低く又は老朽化している施設については、周辺の公共施設との

集約化・多機能化又は民間団体への譲渡を図り、保有総量を圧縮する。 

運営の見直し  施設によって管理者が異なるため、一元的に管理するなど効率的な管理

運営を検討する。 

ホール 集約化・多機能化 

利用機能の見直し 
 周辺の公共施設等との集約化・多機能化を図り、保有総量を圧縮する。 

 施設の更新については、稼働率や人口減尐に応じた施設のコンパクト化

を図る。 

運営の見直し  指定管理施設については、より効率的な管理運営を検討する。 

図書館 多機能化 

保有形態の見直し 
 市立釧路図書館の更新については、民間施設の有効活用も含めた保有面

積の縮減を図る。また、地域の情報交換・コミュニティ活動を行う地域

の情報拠点としての機能および文学館機能の整備を検討する。 

運営の見直し  直営施設は、業務委託等により、管理運営費の縮減を図る。 

 施設によって管理者が異なるため、一元的に管理するなど効率的な管理

運営を検討する。 

ミュージア

ム 

集約化・多機能化  神馬事記念公園・記念館については文化財等賅料の収蔵施設であるた

め、周辺の公共施設又は類似施設との集約化を図る。 

運営方法の見直し 

廃止・保有形態の見

直し 

 利用者ニーズに対応した、効果的な施設整備・運営を図る.。 

受益者負担の見直し  トータルコストに対する利用料金収入の割合が低いことから、利用料金

の見直しを検討する。 

文化財等保

存施設 

集約化・多機能化 

廃止・保有形態の見

直し 

 博物館のトータルコストが総コストの約半分を占めており、1 日当たり

の利用者数も 100 人以下に留まっている。 

 他の類似施設との集約化や民営化及び廃止も含めて、今後の施設の在り

方を検討する。 

運営方法の見直し  すべての施設の利用者が減尐しているため、多様化する利用者ニーズへ
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柔軟に対応し、利用の向上を図る。 

スポーツ施

設 

集約化・多機能化  10 年後には過半数の施設が老朽化を迎えるため、利用状況や今後の人

口減尐に応じた効率的な運営を図るとともに、計画的に多機能化や集約

化を検討する。 

広域連携 

集約化・多機能化 
 周辺自治体にあるスポーツ施設との機能連携や相互利用についても検

討する。 

保育園 保有形態の見直し  アウトソーシング計画に基づき、民営化を推進する。 

長寿命化等  拠点園については、計画的に長寿命化、更新を図る。 

子育て支援

拠点センタ

ー 

既存施設の有効活用 

集約化・多機能化 
 利用者は増加傾向にあるが、子育て・児童館・高齢者に至る地域の総合

的なワンストップサービスの実現を図るため、他の公共施設と集約化・

多機能化を検討する。 

児童館・児

童センター 

集約化・多機能化  利用者は増加傾向にあるが、今後の人口構成の変化に対応した年尐者か

ら高齢者に至る地域の総合的なワンストップサービスの実現を図るた

め、他の公共施設との集約化・多機能化を検討する。 

運営の見直し  直営の施設は業務委託等により、管理運営費の縮減を図る。 

研究施設 

 

保有形態の見直し  音別町山菜等加工施設については利用者への譲渡等について検討する。 

運営の見直し  工業技術センターについては、ニーズに即した事業展開の工夫など、よ

り効果的な管理運営を検討する。 

受益者負担の見直し 

 
 直営施設のトータルコストと比較して、使用料収入が尐ないことから利

用料金の見直しを検討する。 

宿泊施設 運営方法の見直し  今後は人口減尐に応じた需要を予測し、周辺施設と連携した利用の向

上、効果的な管理運営を検討する。 

キャンプ場 廃止・統合 

運営方法の見直し 
 トータルコストに対する利用料金収入の割合が低いため、利用料金の見

直しを図る。利用状況、施設の老朽化を見極め、他の施設との統合・規

模の縮小・廃止を検討するとともに、今後は人口減尐に応じた需要を予

測し、周辺施設と連携した利用の向上、効果的な管理運営を検討する。 

その他保養

観光施設 

廃止  

保有形態の見直し 
 年間利用者数が尐なく、かつ利用の向上を見込めない施設(利用休止施設

や用途転用施設も含む)については、施設の廃止や民間への売却も視野に

いれた、施設のあり方を検討する。 

 利用状況や施設の老朽化を見極め、他の施設との統合や民間への売却ま

たは廃止を検討する。 

運営方法の見直し  周辺自治体も含め、文化財等保存施設等、他の公共施設との連携協力に

より、利用者の利便性の向上に努め、道内外からの利用者の増加を図る。 

職員住宅等

施設 

受益者負担の見直し  地域的な要因で今後も維持・更新していく施設については、計画的に大

規模改修・更新を行う。また、利用料金の見直しを検討する。 

廃止  上記以外の施設については、廃止または売却により保有総量を圧縮す

る。 
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第５章 削減目標の設定 
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１．改善項目① 

 今後の 10 年、その次の 10 年、その後の 20 年と段階ごとに削減目標面積を定めて、トータル

として 40 年間のライフサイクルコストの削減を行っていきます。 

 

 この削減目標面積については、基本的に人口の減少率に即して縮減するものとして設定していま

す。この目標を実現するため、①釧路市全体の課題、②用途別の課題、③地域毎の実態・課題を踏

まえ、策定した公有資産マネジメントの全体方針・改善方針・用途別改善の方向性に従って、以下

の考え方に沿って対応を進めていくことが必要になります。 

 

(a) 今後 40 年間において、施設量（延床面積）については、基本的に人口の減少率に即して縮

減します。 

(b) 老朽化し利用率の低い施設、機能の類似する施設等については、集約化、機能移転による多

機能化等を図ります。 

      特に、集会施設（地域コミュニティ施設、地区会館等、老人福祉施設、ホール）や児童福

祉関連施設（保育園、子育て支援拠点センター、児童館・児童センター）については、基本

的に、 

①耐用年数に到達するなど大規模改修や更新が必要になる施設 

②稼働率が著しく低い施設 

③近隣に類似施設等が所在する施設 

④近隣に大規模改修や更新を必要とする施設が所在し、その更新時等に受入が可能と思われ

る施設 

等を、釧路市の進めるコンパクトなまちづくりを見据えつつ、集約化・多機能化（機能移転）

するとともに、今後 40 年間の学校改修時等における空きスペース利用等を検討します。 

(c) マネジメント対象外である学校教育施設、公営住宅等については、現在の整備計画等を推進

し、10 年後以降の計画においては、対象となる人口減少率等を考慮した適正な施設量への

縮減を検討します。 
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既に休廃止・廃止決定または民間移管されている施設に加え、人口減少率等に即した施設の縮減

を図り、施設の再編を実施していきます。 

用途 期間中の削減目標面積
うち既に休廃止・廃止決定
または民間移管延床面積

庁舎等施設 7,316.5 3,016.7
地域コミュニティ施設 2,867.5
地区会館等 5,796.5
老人福祉センター 2,251.0
ホール施設 8,120.9
図書館 1,743.8
ミュージアム施設 4,251.0
文化財保存施設 2,454.1
スポーツ施設 16,065.5
保育園 3,463.4 2,205.3
子育て支援拠点センター 626.9
児童館・児童センター 4,630.5
産業振興施設 778.7
保養観光施設 6,858.1
職員住宅等施設 3,638.1 3,519.3
その他の施設 43,850.3 43,850.3

114,712.7 52,591.6

84,733.5

199,446.1

今

後

1

0

年

で

の

適

正

化

計

画

に

よ

る

削

減

項

目

合計①

公営住宅等長寿命化計画による削減予定②

総合計①＋②  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後 10年の保有量削減後の 40 年間のライフサイクルコストの試算 

平成 25 年～平成 34 年 

用途
削減

延床面積
計

廃校・休廃止施設 1 （旧）桂恋小学校 4,348.0

2 （旧）東栄小学校 5,640.0

3 （旧）柏木小学校 5,061.0

4 （旧）布伏内小学校 1,781.7

5 （旧）弥生中学校 6,254.0

6 （旧）武佐中学校 6,050.0

7 （旧）星園高校 9,226.0

8 （旧）ユースホステル 437.8

9 （旧）隣保浴場 132.8

10 （旧）鶴丘スキー場 297.1

11 （旧）音別町上音別社会福祉センター 348.0

12 （旧）阿寒町総合福祉センター 1,672.4 41,248.8

庁舎等施設 1 音別町行政センター 1,769.9

2 市役所第２庁舎 1,246.8 3,016.7

1 中音別ゴミ焼却場 299.1

2 新野処理場 1,234.3

3 阿寒町塵芥焼却場 594.3

職員住宅 1 市職員住宅・緑ケ岡１ 1,123.7

2 市職員住宅・音別町海光１ 249.5

3 教職員住宅・鶴ケ岱１ 167.6

4 教職員住宅・新富士町２ 484.8

5 消防職員住宅・駒場町 98.4

6 市職員住宅・富士見１ 1,030.0

7 市職員住宅・阿寒町仲町１ 240.5

8 市職員住宅・音別町海光１ 124.7 3,519.3

保育園 1 大楽毛保育園 613.8

2 治水保育園 497.9

3 城山保育園 442.5

4 双葉保育園 651.2 2,205.3

その他 1 観光振興室資材倉庫 145.7

2 中央消防署愛国支署 328.1 473.8

合計 休廃止・廃止決定または民間移管 52,591.6

［ 削減目標未到達分 62,121.0

2,127.7

対象施設

公有資産

マネジメント

対象施設

供給処理施設

注）「期間中の削減目標面積」については、児童福祉関連施設（保育園、子育て支援拠点センター、児童館・児童センター）は昭和 56 年～平成

27 年の間の年少人口減少率相当面積（▲66％）、それ以外の施設については同期間の全体人口減少率相当面積（▲27％）としている。な

お、「その他の施設」については、既に休廃止した面積が人口減少率相当の面積を上回るため、既に休廃止した面積を計上している。 
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改善項目 

面積 ライフサイクルコスト 

延床面積 

（万㎡） 

削減面積 

（万㎡） 

削減率 

（％） 

全体額 

（億円） 

削減コスト 

（億円） 

削減率 

（％） 

①当初 111.7 - - 6,573 - - 

②H25〜34 年削減後 91.8 19.9 17.8 5,192 1,381 21.0 

 

現在の施設量を前提に今後必要となるライフサイクルコストを試算すると、前記のとおり今後

40 年間で 6,573 億円が必要となりますが、平成 25～34 年の削減目標に即し、この間に延床面

積が 19.9 万㎡削減されるとしてライフサイクルコストを試算すると 5,192 億円となり、1,381

億円（21％）が削減されます。 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（積み残し） 建替え

建替え（積み残し） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費

Ｈ25～34年総額

試算結果：1,676億円
Ｈ35～44年総額

試算結果：871億円
Ｈ45～54年総額

試算結果：1,486億円
Ｈ55～64年総額

試算結果：1,158億円

試算結果：425億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円

3.9倍 2.1倍 3.6倍 2.8倍

建替え・大規模改修に
かかるコスト

平均 129.8億円/年

40年間の
更新費用総額

5,192億円

平成34年のストック

91.8万㎡

４０年間の
投資的経費：

1,656億円

3.1倍必要

▲3,536億円

最初の１０年での試算 

今後 10 年間での適正化計画による削減効果：1,381 億円 

ライフサイクルコストの試算での維持・更新費試算 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（時期到来分） 建替え

建替え（時期到来分） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費
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平成 35 年からについても、適正化計画に従って、人口減少率等に即した集約化や多機能化等を

進めていきます。更にマネジメント対象外であった学校教育施設等及び公営住宅についても、新た

な長寿命化計画等の策定が予定されるのにあわせ、人口減少等に応じた適正化に取り組むことによ

って継続的・総合的に公有資産マネジメントを推進していきます。 

 

 
用途 対象施設 

期間中の 

追加削減目標面積 

次
の
１
０
年
で
の
適
正
計
画
に
よ
る
削
減
項
目 

庁舎等施設 すべての施設 3,165.1  

地域コミュニティ施設 1,240.5  

地区会館等 2,507.5  

老人福祉センター 973.8  

ホール施設 3,513.1  

図書館 754.3  

ミュージアム施設 1,838.9  

文化財等保存施設 1,061.6  

スポーツ施設 6,949.8  

保育園 356.8  

子育て支援拠点センター 64.6  

児童館・児童センター 477.1  

産業振興施設 336.8  

保養観光施設 2,966.8  

職員住宅等施設 1,573.8  

その他の施設 8,005.1  

公営住宅 すべての施設 61,263.5  

幼稚園 446.7  

小学校、中学校、高等学校・専修学校 54,415.5 

その他教育施設 1,005.8  

合計 152,917.1  

注）「期間中の追加削減目標面積」については、児童福祉関連施設、幼稚園、小学校及び中学校は平成 27 年～平成 37 年の間

の年少人口減少率相当面積（▲20％）、高等学校・専修学校は同期間の15～19歳人口減少率相当面積（▲20％）、それ以外

の施設については同期間の全体人口減少率相当面積（▲16％）としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 35 年～平成 44 年 
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今後 20年間での保有量削減後の今後 40年間のライフサイクルコストの試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ライフサイクルコスト試算 

改善項目 

面積 ライフサイクルコスト 

延床面積 

（万㎡） 

削減面積 

（万㎡） 

削減率 

（％） 

削減面積

(累積) 

（万㎡） 

削減率

(累積) 

（％） 

全体額 

（億円） 

削減ｺｽﾄ 

（億円） 

削減率 

（％） 

削減ｺｽﾄ

(累積) 

（億円） 

削減率

(累積) 

（％） 

①当初 111.7 - - - - 6,573 - - - - 

②H25〜34年削減後 91.8 19.9 17.8 19.9 17.8 5,192 1,381 21.0 1,381 21.0 

③H35〜44年削減後 76.5 15.3 16.7 35.2 31.5 4,344 848 16.3 2,229 33.9 

 

平成 25～34 年に引き続き平成 35～44 年についても、追加削減目標に即して、この間に延床

面積が 15.3 万㎡削減されるとしてライフサイクルコストを試算すると 4,344 億円となり、現在

の施設量を前提とした場合（6,573 億円）と比べ 2,229 億円（34％）［平成 35～44 年だけで

848 億円（16％）］削減されます。 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（積み残し） 建替え

建替え（積み残し） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費

Ｈ25～34年総額

試算結果：1412億円
Ｈ35～44年総額

試算結果：731億円
Ｈ45～54年総額

試算結果：1238億円

Ｈ55～64年総額

試算結果：961億円

試算結果：425億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円

3.3倍 1.7倍 3.0倍 2.3倍

建替え・大規模改修に
かかるコスト

平均 108.6億円/年

40年間の
更新費用総額

4,344億円

平成44年のストック

76.5万㎡

４０年間の
投資的経費：

1,656億円

2.6倍必要

▼2688億円

次の１０年での試算 

ライフサイクルコストの試算での維持・更新費試算 

今後 20 年間での適正化計画による削減効果：2,229 億円 

（H35～44 年の 10 年間での削減効果：848 億円） 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（時期到来分） 建替え

建替え（時期到来分） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費
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 平成 45 年からについても、適正化計画に従って人口減少率等に即した集約化や多機能化等を進

めていきます。更にマネジメント対象外であった学校教育施設等及び公営住宅についても、新たな

長寿命化計画等の策定が予定されるのにあわせ、人口減少等に応じた適正化に取り組むことによっ

て継続的・総合的に公有資産マネジメントを推進していきます。 

 

 
用途 対象施設 

期間中の 

追加削減目標面積 

次
の
２
０
年
で
の
適
正
計
画
に
よ
る
削
減
項
目 

庁舎等施設 すべての施設 3,323.3  

地域コミュニティ施設 1,302.5  

地区会館等 2,632.9  

老人福祉センター 1,022.5  

ホール施設 3,688.7  

図書館 792.1  

ミュージアム施設 1,930.9  

文化財等保存施設 1,114.7  

スポーツ施設 7,297.3  

保育園 385.4  

子育て支援拠点センター 69.8  

児童館・児童センター 515.3  

産業振興施設 353.7  

保養観光施設 3,115.1  

職員住宅等施設 1,652.5  

その他の施設 8,405.4  

公営住宅 すべての施設 64,326.7  

幼稚園 482.5  

小学校、中学校、高等学校・専修学校 57,731.8 

その他教育施設 1,086.2  

合計 161,229.0  

注）「期間中の追加削減目標面積」については、児童福祉関連施設、幼稚園、小学校及び中学校は平成 37 年～平成 47 年の間

の年少人口減少率相当面積（▲27％）、高等学校・専修学校は同期間の15～19歳人口減少率相当面積（▲18％）、それ以外

の施設については同期間の全体人口減少率相当面積（▲20％）としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 45 年～平成 64 年 
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平成 45～64 年までの保有量削減後の今後 40年のライフサイクルコストの試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 

 

 

ライフサイクルコスト試算 

改善項目 

面積 ライフサイクルコスト 

延床面積 

（万㎡） 

削減面積 

（万㎡） 

削減率 

（％） 

削減面積

(累積) 

（万㎡） 

削減率

(累積) 

（％） 

全体額 

（億円） 

削減ｺｽﾄ 

（億円） 

削減率 

（％） 

削減ｺｽﾄ

(累積) 

（億円） 

削減率

(累積) 

（％） 

①当初 111.7 - - - - 6,573 - - - - 

②H25〜34 年削減後 91.8 19.9 17.8 19.9 17.8 5,192 1,381 21.0 1,381 21.0 

③H35〜44 年削減後 76.5 15.3 16.7 35.2 31.5 4,344 848 16.3 2,229 33.9 

④H45〜64 年削減後 60.3 16.1 21.0 51.4 46.0 3,450 894 20.6 3,123 47.5 

 

平成 25～44 年に引き続き平成 45～64 年についても、追加削減目標に即して、この間に延床

面積が 16.1 万㎡削減されるとしてライフサイクルコストを試算すると 3,450 億円となり、現在

の施設量を前提とした場合（6,573 億円）と比べて 3,123 億円（48％）[平成 45～64 年だけ

で 894 億円（21％）]削減されます。 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（積み残し） 建替え

建替え（積み残し） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費

Ｈ25～34年総額

試算結果：1,134億円
Ｈ35～44年総額

試算結果：582億円
Ｈ45～54年総額

試算結果：976億円
Ｈ55～64年総額

試算結果：756億円

試算結果：425億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円

2.7倍 1.5倍 2.4倍 1.9倍

平成64年のストック

60.3万㎡

建替え・大規模改修に
かかるコスト

平均 86.2億円/年

40年間の
更新費用総額

3,450億円

４０年間の
投資的経費：

1,656億円

2.0倍必要

▲1,794億円

次の２０年での試算 

ライフサイクルコストの試算での維持・更新費試算 

今後 40 年間での適正化計画による削減効果：3,123 億円 

（H45～64 年の 20 年間での削減効果：894 億円） 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（時期到来分） 建替え

建替え（時期到来分） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費
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２．改善項目② 

 

 

改善項目①による削減対象施設以外の施設については、「保全計画」を策定し、適切な予防保全

による施設の長寿命化を行い、施設の延命化を図ることとします。 

 

「保全計画」による効果 

整備レベルの設定（建替・大規模改修） 

老朽箇所修繕費の再設定 

長寿命化（築 70 年で建替・築 35年で大規模改修） 

 

 

保全計画を踏まえた今後 40年のライフサイクルコストの試算 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（積み残し） 建替え

建替え（積み残し） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費

Ｈ25～34年総額

試算結果：850億円
Ｈ35～44年総額

試算結果：387億円
Ｈ45～54年総額

試算結果：364億円
Ｈ55～64年総額

試算結果：800億円

試算結果：425億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円

2.0倍 0.9倍 0.8倍 1.9倍

平成64年のストック

60.3万㎡

建替え・大規模改修に
かかるコスト

平均 60.1億円/年

40年間の
更新費用総額

2,403億円

４０年間の
投資的経費：

1,656億円

1.5倍必要
▲747億円

平成 25 年～平成 64 年 
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（億円）

（年度）

維持管理 大規模改修 大規模改修（時期到来分） 建替え

建替え（時期到来分） 投資的経費（既存更新分） 新規整備+緊急修繕費

Ｈ25～34年総額

試算結果：868億円
Ｈ35～44年総額

試算結果：422億円
Ｈ45～54年総額

試算結果：385億円
Ｈ55～64年総額

試算結果：810億円

試算結果：425億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円 試算結果：410億円

2.0倍 1.0倍 0.9倍 1.9倍

平成64年のストック

62.7万㎡

建替え・大規模改修に
かかるコスト

平均 62.2億円/年

40年間の
更新費用総額

2,487億円

４０年間の
投資的経費：

1,656億円

1.5倍必要

▼831億円

約約 1 約 1.5 倍 

今後 40 年間での保全計画による削減効果：1,047 億円 
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ライフサイクルコスト試算 

改善項目 

面積 ライフサイクルコスト 

延床面積 

（万㎡） 

削減面積 

（万㎡） 

削減率 

（％） 

削減面積
(累積) 

（万㎡） 

削減率
(累積) 

（％） 

全体額 

（億円） 

削減ｺｽﾄ 

（億円） 

削減率 

（％） 

削減ｺｽﾄ
(累積) 

（億円） 

削減率
(累積) 

（％） 

①当初 111.7 - - - - 6,573 - - - - 

②H25〜34年削減後 91.8 19.9 17.8 19.9 17.8 5,192 1,381 21.0 1,381 21.0 

③H35〜44年削減後 76.5 15.3 16.7 35.2 31.5 4,344 848 16.3 2,229 33.9 

④H45〜64年削減後 60.3 16.1 21.0 51.4 46.0 3,450 894 20.6 3,123 47.5 

⑤保全計画実施後 - - - - - 2,403 1,047 30.3 4,170 63.4 

 

第 1 章のライフサイクルコスト試算では、建替え時期を建設後 60 年、大規模改修時期を建設後

30 年と設定していましたが、建替え時期を建設後 70 年、大規模改修時期を建設後 35 年とし、

適切な予防保全による修繕サイクルに変更する低減効果も見込みライフサイクルコストを試算す

ると、改善項目①で施設量を削減した後と比べ 1,047 億円（30％）減少し、施設削減効果とあわ

せて 4,170 億円（63％）の削減が可能となります。 

 

 

３．改善効果 

 このように、人口減少率等に即して施設量の縮減を図る（改善項目①）とともに、残る施設につ

いて「保全計画」策定を通じた長寿命化等を図る（改善項目②）ことにより、今次適正化計画全体

として、公共施設等の保有面積は 46％、ライフサイクルコストは 63％縮減されます。その結果、

公共施設等に振り向けることのできる投資的経費（40 年間の総額：1,656 億円）の 1.5 倍（現状：

2.8 倍）におさえることが可能となります。 

しかし、これだけの適正化計画を実施してもなお、公共施設等に振り向けることのできる投資的

経費の範囲内におさめることはできておらず、今後、なお一層の施設量の縮減、適切な保全の徹底、

管理運営費や受益者負担の見直しなど、不断の努力をしていくことが求められます。 

 

公共施設等適正化計画による削減効果（改善項目①＋②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トータルコストでの削減 

６３％ 

保有面積の削減 

４６％ 
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（参考） 

１．財政の状況の見通し(H18～H27 年) 普通会計 

歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出 
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H25

（見通し）

H26

（見通し）

H27

（見通し）

歳出決算額の推移 （普通会計決算）

投資的経費

繰出金

積立金・投資及び出資金・貸付金

公債費

補助費等

扶助費

維持補修費

物件費

人件費

（億円）

過年度 将来推計

扶助費の継続的増加

直近8年間の投資的経費平均 117億円
H25～27の投資的経費

平均 111億円
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H27

(見通し)

歳入の推移(過年度及び将来推計)

その他依

存財源

道支出金

国庫支出

金

市債

地方交付

税

その他自

主財源

市税

自主財源

比率

依
存
財
源

自
主
財
源

過年度 将来推計

歳入の推移（過年度及び釧路市財政見通し）

や  自主財源比率が低下傾向 

コ 

（財）地域総合整備財団試算ソフトを

ベースに試算 

○耐用年数：60 年（日本建築学会「建

築物の耐久計画に関する考え

方」） 

○更新年数：建設時より 30年後に大

規模改修を行い、60年間使用

して建替えを行うことを原則 

○単価設定 

（建替え、大規模改修時） 

建替え 大規模改修 

市民文化系・社会教育系・行政系施設

等 ４９．５ 万円/㎡

 ３２．２ 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設等

 ４２．５ 万円/㎡

 ２７．３ 万円/㎡ 

学校教育系、子育て支援施設等 ３

３．５ 万円/㎡ ２１．０ 

万円/㎡ 

公営住宅 ２５．５ 万円/㎡

 １５．４ 万円/㎡ 

 

 

 

（老朽箇所の修繕費） ３千円／㎡ 

（全施設を対象） 

出典：釧路市資料 

出典：釧路市資料 

平均 111億円（試算） 
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２．今後 40 年間の投資的経費（普通建設事業費）の試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※直近 5年間の投資的経費の内訳 

単位（億円） 

 平成 19年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 合計 

投資的経費 133.1 億円 128.3 億円 115.8 億円 143.2 億円 93.6 億円 614.3 億円 

公共施設 63.0 62.9 43.3 61.4 58.2 億円 288.9 億円 

インフラ 70.1 65.4 72.5 81.7 35.4 億円 325.3 億円 

 

 

○新規整備 

H25 音別地域テレビ難視聴対策施設整備 1.5 億、寿児童センター1.1 億円等 

H26 防災まちづくり拠点新設 31.4 億円 

 

40 年間の公共施設にかけられる投資的経費 1,656 億円(①+②) 

①釧路市の財政見通し 

 公共施設にかけられる投資的経費 

 H25～H27 年平均 46.3 億円×3=139億円 

         

②人口減少を反映させた試算 

 H28 年～H64 年の公共施設にかけられる投資的経費 約 41 億円×37=1,517 億円 

 

財政制約から導かれる今後 40 年間の投資的経費 総額 1,656 億円 

H25 H26 H27 H28 H64 合計
投資的経費 127 98 107 87 87 3,551
新規整備 3 31 34
公共施設 58 31 50 41 41 1,656
インフラ 66 36 57 46 46 1,861

～

釧路市の試算 財政シミュレーション

（億円） 前提条件 

・過去の推移から①公共施設

と②インフラの比率を想定 

→①0.47 対②0.53 

・新規整備分は除く 

・公共施設にかけられる投

資的経費 

3 年平均 46.3 億円 

予想 試算 



付表　適正化計画における削減目標
平成35年～平成44年 平成45年～平成64年

人口減少率等
相当面積

②

その他
削減目標面積
④=②-③

期間中の
削減目標面積

⑥

期間中の
削減目標面積

⑦
27% 施設例 面積 16% 20%

庁舎等施設 27,098.2 7,316.5 3,016.7 4,299.8 7,316.5 3,165.1 3,323.3 13,804.9 50.9

地域ｺﾐｭﾆﾃｨ施設 10,620.5 2,867.5 2,867.5 2,867.5 1,240.5 1,302.5 5,410.5 50.9

地区会館等 21,468.5 5,796.5 5,796.5 5,796.5 2,507.5 2,632.9 10,936.9 50.9

老人福祉センター 8,337.1 2,251.0 2,251.0 2,251.0 973.8 1,022.5 4,247.3 50.9

ホール施設 30,077.5 8,120.9 8,120.9 8,120.9 3,513.1 3,688.7 15,322.7 50.9

図書館 6,458.4 1,743.8 1,743.8 1,743.8 754.3 792.1 3,290.2 50.9

ミュージアム施設 15,744.3 4,251.0 4,251.0 4,251.0 1,838.9 1,930.9 8,020.8 50.9

文化財等保存施設 9,089.1 2,454.1 2,454.1 2,454.1 1,061.6 1,114.7 4,630.4 50.9

スポーツ施設 59,501.7 16,065.5 16,065.5 16,065.5 6,949.8 7,297.3 30,312.5 50.9

保育園 5,247.6 3,463.4
保育園アウトソーシング
計画による
大楽毛、治水保育園

2,205.3 1,258.1 3,463.4 356.8 385.4 4,205.7 80.1

子育て支援拠点センター 949.8 626.9 626.9 626.9 64.6 69.8 761.2 80.1

児童館・児童センター 7,015.9 4,630.5 4,630.5 4,630.5 477.1 515.3 5,622.9 80.1

産業振興施設 2,883.9 778.7 778.7 778.7 336.8 353.7 1,469.2 50.9

保養観光施設 25,400.3 6,858.1 6,858.1 6,858.1 2,966.8 3,115.1 12,939.9 50.9

職員住宅等施設 13,474.3 3,638.1 市職員住宅・緑ケ岡1ほか 3,519.3 118.8 3,638.1 1,573.8 1,652.5 6,864.3 50.9

その他の施設
（休廃止施設を含む）

126,199.0 25,259.6
（旧）阿寒町総合福祉
センター、新野処理場ほか

43,850.3 43,850.3 8,005.1 8,405.4 60,260.8 47.8

小計 369,566.3 96,122.0 52,591.6 62,121.1 114,712.6 35,785.6 37,601.8 188,100.1 50.9

公営住宅 467,630.3
公営住宅等長寿命化
計画による削減

84,733.5 84,733.5 61,263.5 64,326.7 210,323.6 45.0

幼稚園 2,233.7 446.7 482.5 929.2 41.6

小学校、中学校、高等学
校・専修学校

272,077.7 54,415.5 57,731.8 112,147.4 41.2

その他教育施設 5,028.8 1,005.8 1,086.2 2,092.0 41.6

合計 1,116,537.0 96,122.0 137,325.0 62,121.1 199,446.1 152,917.1 161,229.0 513,592.2 46.0

注1）平成25年～平成34年「人口減少率等
相当面積」及び平成35年以降の「期間中の削減目標面積」は、平成25年～平成34年については昭和56年～平成27年の、平成35年～平成44年については平成27年～
　　　平成37年の、平成45年～平成64年については平成37年～平成47年の人口減少率相当面積として算出した。なお、児童福祉関連施設、幼稚園、小学校及び中学校は年少人口減少率相当面積、高等学校・
　　　専修学校は15～19歳人口減少率相当面積としている。
注2）「既に休廃止・廃止決定または民間移管面積」において（　　）書きで記した施設は、既に休廃止された施設であるため、、用途別の休廃止施設としてそれを含む「その他の施設」に区分して削減面積を算出した。
注3）平成25年～平成34年「その他削減目標面積」における（　　）内の数字は、休廃止施設として「その他の施設」に区分した施設の面積を、元々の用途区分の「その他削減目標面積」から差し引いた面積である。

合計
削減面積

⑧=⑤+⑥+⑦

削減率
⑧/①*100

既に休廃止・廃止決定
または民間移管面積

③

期間中の
削減目標面積
⑤=③+④

用途 ①現状面積

平成25年～平成34年

5,448.5 

348.0 
（旧）音別町上音別 

社会福祉センター 

297.1 （旧）鶴丘スキー場 

437.8 （旧）ユースホステル 

38,360.7 （旧）布伏内小学校ほか 

15,768.4 

6,420.3 

注1） 注1） 注1） 
（その他の施設を除く） 


